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北見工業大学

○ 大学の概要

（１） 現況 持った高度技術者を養成する。そのため，大学院組織を改組し，独創的で高度な教育研
① 大学名 究を推進できるようカリキュラム体系の整備・構築を進める中で 「未来志向を喚起する，

国立大学法人北見工業大学 教育」を行い 「知」の世紀をリードする個性ある高度技術者・研究者を養成する。，
なお，学部・大学院を通して，国際社会に適応可能な語学力と素養等を身に付けさせ

② 所在地 多様な異文化と協調でき，しかも，自らが新しい時代を切り拓くことのできるよう，た
北海道北見市公園町１６５番地 くましい日本人を育成するための「人間力教育」の充実を目指す。

【研究】
③ 役員の状況 北見工業大学の多くの分野でのこれまでの研究実績を踏まえて，より「個性」輝く研

学長名 常本秀幸（平成１６年４月１日～平成２０年３月３１日） 究を発展させるため，北見工業大学の立地環境を活かした寒冷域のエネルギー・環境，
理事数 ３人（非常勤を含む） 社会基盤技術に関する研究を一つの中心的な柱とする。また，農業地帯に立地する工業
監事数 ２人（非常勤） 大学としての独自の役割も積極的に拡大していけるよう，バイオ・材料分野を強化する

とともに，農学系大学との連携も深め，境界領域での研究分野を開拓し，地場産業の振
④ 学部等の構成 興にも貢献する。さらに，情報科学分野と医科系大学との連携により，福祉工学分野等

学部:工学部 の境界領域の開拓にも取り組む。もって，これら重点化を進める分野の中から，質の高
研究科:大学院工学研究科 い特色ある研究を育成し，その水準の飛躍的向上を目指す。

【社会貢献・国際交流】
⑤ 学生数及び教職員数 地方大学には，教育・研究あるいは人材養成を通してその地域社会への貢献が求めら

学生数 れる。北見工業大学では，地域共同研究センターを中心に，多くの事業を通して地域と
工学部 １，８１３人（３６人） の連携・協力を進めているが，今後は，地方自治体との協力体制を一層強化することに
大学院工学研究科（博士前期課程）２１４人 （７人） よって，地域のニーズに密着した貢献を図り，地域社会の教育，経済，文化レベルの向
大学院工学研究科（博士後期課程） ３４人（１０人） 上に寄与する。

また，国際貢献と教育研究の国際化の一層の進展を図るため，学内体制の見直しを行
教員数及び職員数 う。この中で，留学生の受け入れ，北見工業大学学生の派遣の促進，及び研究者の交流

教員数 １５７人 が推進できるような制度を構築する。
職員数 １１３人

（３） 大学の機構図
（２） 大学の基本的な目標等 次ページのとおり
北見工業大学は，昭和35年に国立工業短期大学として設置された後，昭和41年に北海

道の更なる開発振興を担う工業技術者等を育成するため，四年制の工業大学に移行して
42年になる。この間，北見工業大学は，教育研究の質の向上を図りつつ，産業界や地域
の要請にも応えて，大学の規模，構成，及びその役割について自己改革を積極的に推進
しつつ，時代の変遷に伴う学生気質等の変化にも的確に対応してきた。

今後，学部教育においては少子化時代に適合して，個別の学修指導と体験学習を強化
することで，総合的な視野を踏まえた実践的問題解決能力を有する技術者を養成する。

また，大学院教育においては，今後の科学技術創造立国の一翼を担うため，我が国の
産業社会を支える高度な専門的知識と国際性を備えた高度技術者の養成を目指す。

研究面では，これまでの北見工業大学の立地条件を活かした寒冷域工学等に関する研
究実績をさらに発展させるとともに，最先端の学問分野や学際領域での研究も推進し，
一層の個性化，活性化，高度化を達成する中で 「自然と調和するテクノロジーの発展，
を目指して」をスローガンに掲げ，時代と社会の要請に的確に応えつつ 「知」の時代，
にふさわしい国際的にも評価される個性輝く大学を目指す。
このような目標を達成するため，北見工業大学の中期目標を以下のとおり定める。

【教育】
学部教育においては，ファカルティ・ディベロップメント（FD）を推進することによ

って 「主体的に学ぶことへの意欲を喚起する教育」を実現する。そのため，教育方法，
自体に関する工夫・改善の一方策として，学生参加型授業を重視し，学生自身の創意工
夫を活かせる「実践的な教育」の実現を目指す。

大学院教育では，総合的な視野を背景とした上で，創造性に富み，企画力，指導力を
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北見工業大学

全 体 的 な 状 況

北見工業大学は，法人化を機会に教育，研究，社会貢献あるいは業務運営の改善等に対 評価項目の見直しを行いながら構成員の納得する公正な評価制度の構築を目指してい
する基本的に定められた69項目の計画に対し，150項目以上の実施計画を策定して平成16 る。なお，学長裁量経費は，教育研究費総予算の30％程度を確保し，本学独自の大学活
年度から４年間取り組んできた。本学の基本目標は以下の４項目であるが，個々の目標を 性化経費（間接経費あるいは共同研究等外部資金のオーバーヘッドなど）と併せて，教
実現するために「学長のリーダーシップの下，戦略的な法人経営の確立」あるいは「本学 育あるいは重点研究分野の高度化，活性化に活用している。
が有する資源の戦略的・効果的配分」を目指した運営に取り組んできた。 ② 教育研究組織の見直し

教育研究組織の見直しは本学の大きな課題であったが，平成18年度に委員会を立ち上
， ， ， ，「向学心を喚起し，創造性を育み，将来の夢を拓く教育」 げ 学生のニーズ 社会のニーズ 地域のニーズ等を調査しながら学科改組案を作成し

「個性に輝き，知の世紀をリードし，地域特色のある研究」 平成19年度に文部科学省に届出，平成20年度から学生募集を行っている。特色は，学科
， ， ，「地域のニーズに応え，地域をリードし，地域の発展に貢献」 選択の自由度を持った３系列入試 専門分野を明確にするためのコース選択制 さらに

「国際的視野を踏まえた教育研究，学生・教職員の国際化を推進」 社会のニーズを踏まえたマネジメント工学コースの導入あるいは地域のニーズの高いバ
イオ環境化学科の設置などである。平成20年度の志願動向を見ると，特にバイオ環境・

上記の基本目標に関連した実施計画は，毎年度全学集会で周知するなどして，教職員の マテリアル系の志願者が増大しており，改組の効果によるものと考えられる。
意識改革に努め，着実に成果を挙げてきている。教育に関しては「魅力ある教育」をスロ ③ 人事の適正化に関する目標
ーガンに，学習意欲の向上を目指した多くの取組を進めているが，これらの取組が評価さ 本学は法人移行時に期末・勤勉手当における勤勉手当の比率を高め，業績に応じて支
れた一つの例として，平成19年度の志願者倍率は全国立大学で４位，平成20年度は３位に 給ができる制度を構築し，平成17年度から教員に適用している。教員の業績評価は，教
なっている。また，研究については「魅力ある研究」を目指しているが，重点研究分野の 育・研究・大学活性化の本学目標値に対する達成度で評価しており，毎年度改善しなが
設定，研究推進制度の構築などが成果を上げ，科学研究費補助金の獲得額が，法人化前の ら公平公正な制度を目指している。平成18年度には事務職員，平成19年度には技術員の

， ， 。２倍程度になっている。地域との連携についても共同研究が100件を突破するとともに， 評価制度が構築され 教員評価制度と合わせて 勤勉手当や昇給制度に反映させている
経済産業省の支援を受けた「北見地域産業振興ビジョン」を積極的に支援し，地域活性化 本学は法人移行時に全教員を対象とした任期制を導入し，教員の流動性と活力の向上
に貢献している。さらに，国際化については，交流協定大学との積極的な交流，留学生の を目指している。中期計画期間の目標として，任期制教員の比率を60％に設置したが，
増大が順調に進展している。一方，これらの業務を推進するため，学長が中心となった戦 平成18年度に目標を達成し，平成19年度末では70％を超えている。また，異動教員の後
略的運営，本学が有する資源の適正な配分の成果等が適切に評価されており 「平成16年 任は公募としているが，優秀な教員へのインセンティブ制度として学内昇任をポスト数，
～18年度事業年度の業務の実績評価 では 平成16年度は全項目で 順調に進んでいる を定めず認めており，この制度により法人化以降で昇任した教員は12人になる。」 ， 「 」，
平成17年度は１項目で 特筆すべき進捗状況にある 残りの項目で 順調に進んでいる ④ 事務等の効率化・合理化に関する項目「 」， 「 」，
平成18年度は全項目で「順調に進んでいる」との評価を得ており，４年間の総括としても 人件費削減の中で事務組織が教員の教育研究をサポートし，適切な学生支援によって
「順調に進んでいる」と判断している。 活力ある大学を目指すために，効率的・合理的に事務組織の見直しを継続的に行ってい

。 ， ， ，以下，各項目の進捗状況，重点的な取組，各項目に横断的な大学経営に関わる内容を中 る 例えば 教員・学生のニーズに沿って研究協力課 学生支援課の組織を変更する等
心に概要を示す。 適切に対応している。

（２）財務内容の改善
（平成19年度の取組はアンダーラインの部分） ① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標１ 各項目の進捗状況，重点的な取組

， ， ，（１）業務運営の改善及び効率化 外部資金は 中期計画期間中に10％の増収を目標としているが 重点研究分野の設定
① 運営体制の改善に関する概要 競争的資金獲得に向けたセミナー開催などの効果もあって，科学研究費補助金，受託研

学長がリーダーシップを発揮できる運営形態を目指し，理事，副学長，事務局長並び 究費が大幅に増大し，平成19年度には外部資金獲得額の目標を達成した。
に学長補佐が学長を補佐する体制を整備し，戦略的経営方針の決定，機動的運営を目指 科学研究費等の間接経費と学内で定めた外部資金のオーバーヘッド割合の増大によ
した結果，多くの課題等を解決・実施に移している。 り，大学活性化経費が平成16年度に比べ，平成18年度は3.8倍，平成19年度ではさらに

法人化以降，事務員と教員とが連携して業務を遂行する体制が拡大しており，多くの 増大し4.1倍になっている。これらの資金は，教育研究の活性化・大学運営の充実等多
成果を挙げている。これまでも国際交流センターの運営は教職員が一体となって行って くの事業に活用されている。
きたが，さらに強化を図った結果，留学生数や国際交流事業が拡大している。また，地 法人化前に設置された学生後援会の会費納入率の向上や，新規に設立された大学後援
域連携・研究戦略室，学生支援センター，入試企画センター，環境安全センターなどが 会「KITげんき会」からの寄付によって，学生支援体制の強化，広報活動などが充実し
設立されており，目的に応じた活動が学生・教職員の活力となっている。特に平成19年 ている。

「 」 ， ， ，度から活動している入試企画センターでは，入学志願者数の増大に向けた取組が大きな 平成17年度に策定された 管理的経費節減計画 により ゴミ処理費削減 用紙節約
成果を上げている。 電気料節約，外部委託費削減，書籍購入費節約などで成果が上がっている。

資源配分のうちで最も重要な人事は，人件費削減を計画的に進める一方で，大学全体 平成18年度経済産業省の地域振興ビジョンの全国7モデル都市の一つとして北見市が
の活力を維持する必要がある。教員については学長裁量定員枠を確保しつつ，毎年度３ 選定され，本学が中心となって，地域の産業・経済支援を進めることになった。既に数
か年計画を作成する中で，重点研究分野などを視野に入れた配置を行っている。事務系 項目のテーマが実行されており，平成19年度には製品化されたものの他に，農工の連携
・技術系職員についても，計画的な削減計画を策定する一方で，組織改革・適材適所へ 事業などの人材育成事業でも成果を上げている。
の配置などによって運営の効率化を図っている。 産学官の連携を地域と一体になって進める目的で，本学の地域共同研究センター内に

「 」 。 ，毎年度の予算策定は，学長・理事・副学長が事務局予算のヒヤリングを実施し，事業 北見商工会議所が中心となって オホーツク産学官融合センター が設置された また
の必要性・緊急性等を協議し決定している。各教員への教育研究費の配分は，平成17年 中小企業基盤整備機構が北見地域振興ビジョンを支援するために「北見オフィス」を設
度から教員評価制度の結果を基に配分している。また，評価方法については，毎年度， 置しているが，いずれも本学地域共同研究センター内に職員が１人常駐して本学と連携
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して活動しており，平成19年度の実績報告書がまとまっている。 による技術員評価を行っている。また，技術員のさらなる資質の向上に向け，学内研修
財務諸表及び財務指標の類型大学及び道内他大学との比較・分析を行っており，外部 会の実施，外部研修会への参加などを進めている。

資金比率について他の類型大学との差が依然大きく，今後より一層の外部資金獲得努力 本学には全国共同利用施設は設置されていないが，高度な研究推進あるいは人材養成
， ， ， 。が必要であるという課題が発見されている。 のために 国立環境研究所 国立極地研究所 物質・材料研究機構などを利用している

「行政改革の重要方針（平成17年12月24日閣議決定 」を確実に実現するため，教員 小中高生，社会人を対象とした種々の教育サービスを展開している。また，研究成果）
採用時期，任期制などの雇用形態の変更，事務職員等の削減計画を立て，適切に実施し の還元を進めるために地域共同研究センターが中心となった種々の活動が活発に行われ
ている。 ている。

北見市産学官連携推進協議会が中心となって，産学官連携の組織化あるいは方針を決（３）自己点検評価及び情報提供
報道機関及びホームページを活用して情報発信を行っている。特に，平成18年度はホ めているが，その他にも専門的な研究会組織が設置され，機能している。知的財産戦略

ームページを受験生がアクセスしやすい形態にリニューアルしている。また，大学広報 についても弁理士と連携した体制整備ができあがっている。
誌もリニューアルし，父母，同窓生及び市内の公的な場所等に配布して，大学の活動状 国際交流センターが中心となって，7か国17大学との実質的な交流を推進している。
況の周知を図っている。平成19年度には北海道新聞とも包括連携協定を結び，情報発信 その結果，地方大学でありながら，教員一人当たりの留学生数は北海道内の国立大学で
の拡大を進めている。 ２位になっている。

国立大学の使命などについては，地域との懇談会，父母懇談会，同窓会などを通して 国際交流事業は毎年度数項目実施しているが，平成18年度はユネスコの事業に採択さ
積極的にアピールしている。また，日本格付研究所の格付評価の受審（ ＡＡ ，ISO14 れ，マレーシアのマラヤ大学教員及び大学生を招聘してフォーラムを実施した。また，「 」）
001の認証取得 「大学機関別認証評価 「外部評価委員会評価」なども，自己点検の一 平成19年度は韓国，中国４大学の学生を招いた環境国際シンポジウムを開催した。， 」，
環として実施し，大学の資質の情報公開に利用している。 他大学，国の研究機関との研究交流も拡大している。特に，国立極地研究所，国立環

境研究所とは毎年度連携した研究を行っている。また，平成18年度に物質・材料研究機（４）その他の業務運営に関する重要事項
施設整備は，キャンパスマスタープランに従って進めているが，平成18年度は老朽化 構と包括連携協定を結び，人材育成などを進めることとなった。平成19年度にはアラス

の進んだ一号館の全面改修が終わり，学習環境，学生支援体制の大幅な改善が実現でき カ大学フェアバンクス校，韓国昌原大学との協定を締結し，既に共同事業が始まってい
た。また，平成19年度は念願の図書館改修が実施でき，学習支援環境などが一段と充実 る。
した。

２ 機動的・戦略的な大学運営を目指した取組危機管理体制を整備し 災害などに的確に対処できるシステム構築を進めるとともに， ，
講演会の開催，セミナーへの参加などを通して意識改革を行っている。 教職員配置，採用計画などは学長指導の下で計画し，重点教育研究分野への配置を進

めながらも，留保定員の採用時期の調整，計画的人員削減などを進めた結果，５か年で（５）教育研究の質の向上・・・・教育方法の改善及び学生支援の充実
教育研究特別経費を活用し，工学部の基礎科目の中でも重要な物理，数学の支援コン ５％削減を目標とした「行政改革の重要方針」を早期に達成できる状況となっている。

テンツの作成を進めている。また，英語についても システムの活用，ネーティブ 入試，教育支援，学生支援，環境保全活動などは事務組織と教員とが連携することでCALL
教員の採用などで英語コミュニケーション力の向上を図っている。 効果が上がることから，平成18年度は主としてワーキンググループで進めた取組を，平

全ての科目について学生による授業評価を行うとともに，授業の相互参観の拡大，役 成19年度からは入試企画センター，学生支援センター及び環境安全センターとして組織
員による授業参観・指導など，教育の質の向上に努めている。なお，平成19年度からFD 化し，教職員の協働体制の確立を図って大きな成果を挙げている。
研修を全教員に義務化した。 外部資金の拡大に向けた学内説明会，学長からの申請要請，あるいは申請書の事前チ

教務委員会が中心となって，シラバスの見直しを行い，成績評価方法などの適正化を ェック体制等の推進の成果として，科学研究費補助金，受託研究費が大きく増大した。
図っている。 特に，平成19年度は，JSTの「シーズ発掘試験」には53件の応募があり，14件採択され

平成20年度から新学科での教育体制となったが，個別担任制，学生の修学状況や日常 たのは大きな成果である。
の活動を把握するシステムを導入し，きめ細やかな学生支援体制を目指している。この 学習環境の整備，学生支援体制の充実，図書館を核とした知の拠点構想などが認めら
取組が認められ 夢を育む 学生支援 が平成19年度に学生支援 として認められた れ，校舎改修工事が急速に進んでいる。このことは，大学の教育環境の魅力向上に大き，「 」 。e- GP

平成18年度までの校舎改修に合わせて，学習環境の整備，学生支援体制の充実，学生 な効果となっている。特に，平成19年度に整備された図書館区域は，学生の学習環境の
の交流の場の拡大，先端的学習支援システムの整備が行われた。また，学生支援体制を 拡大，コミュニケーションスペース，産学官の融合コーナー等が新たに設置され，今後
充実させるためのワンストップサービス体制が整うなど，大きく改善されている。 の大学発展に寄与するところが大きい。

就職支援体制を充実するため，就職支援室の拡充を図り，学内で企業セミナーを開催
３ 社会に開かれた大学運営を目指した取組する等，教員と事務職員の連携を強化し，学生の就職活動を支援できる体制を整えた。

キャリア教育の一環として，社会で活躍している先輩の経験談，あるいは外部講師を ホームページ，広報誌あるいは報道機関を通して情報公開を進めている。また，地方
依頼したキャリアセミナーなどで，学生の就業意識の高揚を図っている。また，平成18 自治体の種々の委員会への委員派遣，小中生向け企画，キャンパスツアー，高大連携，
年度から開始した本学を会場とした合同企業セミナーは地方大学の学生には刺激となっ 出前授業，公開講座，留学生との交流会などを通した多くの取組が，社会に開かれた大
ている。なお，平成19年度は3回に分けて実施するなど学生に好評である。 学として評価され，多くの人々が大学を訪れるようになった。

本学の教育研究あるいは大学運営の概要は，国立大学法人評価委員会から公表されて（６）教育研究の質の向上・・・研究活動の推進，全国共同利用の推進及び社会連携・地
いるが，第三者評価として日本格付研究所の格付評価を受けた。その結果，「債務履行域貢献・国際交流の推進

」 「 」 。 ， ，運営費交付金で配分される教育研究費の30％程度は学長裁量経費として，重点研究分 の確実性は非常に高い とする ＡＡ 判定となった また 本学の環境マネジメント
野を中心に配分している なお 平成18年度からは成果報告書の提出を義務化している 環境教育に対する取組を推進するとともに，自己点検と合わせて大学の資質を認識して。 ， 。
平成17年度から本学の４重点研究分野の下に14研究推進センターを設置し，学科横断 もらう情報発信の一環として，ISO14001の認証取得を目指していたが，平成19年3月に

的な研究組織を立ち上げている。この結果，研究推進センターが中心となったセミナー 北海道内の国公立大学で初めて認証取得できた。なお，平成19年度の，教育に関する認
等が多数開催されるとともに，外部資金の獲得にも大きな効果を上げている。 証評価受審に併せて行った外部評価委員会の評価結果も公表している。また，ISO14001

法人化以前より技術部を組織化しているが，平成17年度からは完全派遣方式に変更し 認証取得の継続審査も行った。
ている。これによって重点研究分野の支援体制も充実してきた。また，派遣先及び本人
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善に関する目標

教育・研究・社会貢献を柔軟に効率よく推進するためには，それぞれの目的別に運営体制を改善して業務内容の重複を避け，かつ全体としての調和を図る必要がある。中
主に教学面を審議する教育研究評議会や教授会を学長の権限と責任においてよりダイナミックで機動的な大学運営が実現できる構成とするとともに，教育研究・運営等で期

学長がより強いリーダーシップと経営手腕を発揮できる体制を整備し，大学の資源配分の基本戦略についての全学的合意を形成し，これを円滑に実現する。目
また，産学官連携の強化などに対応できるよう事務組織及び委員会組織を強化する。標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【１】全学的な経営戦略の確立 教学・研究・広報・管理等に関する専門（平成16～18年度の実施状況概略）

，に関する具体的方策 平成16年度に経営戦略の立案を行う企画運営会 部会からなる戦略立案機関体制を継続し
学長の私的諮問機関である大 議（学長，理事（２人 ，副学長（２人 ，事務局 次期中期目標・中期計画の立案を行う。） ）

学戦略会議で本学の経営戦略を 長 （各課長陪席 ）を設置し，その下に教学，研， ）
検討している現在の体制を見直 究，広報，管理等の専門部会を置き，戦略立案体
し，平成16年度中に教学・研究 制の強化と業務運営の効率化を図っており，多く
・広報・管理等に関する専門部 の新規事項，改善提案が企画運営会議の方針に沿
会からなる戦略立案機関を設置 って実現した。また，平成18年度からは学長補佐
する。ここで，中・長期目標・ ４人任命し，経営戦略の強化を図った。
計画を立案し，経営協議会・教

（平成19年度の実施状況）育研究評議会での審議を経て，
役員会で本学の経営戦略等を確 【１－１】 【１－１】Ⅲ Ⅲ

立する体制とする。 教学・研究・広報・管理等に関する専 経営戦略の迅速な実施体制を強化するため，戦
門部会からなる戦略立案機関体制を継続 略立案機関である企画運営会議を23回開催した。
する。また，これらと連携して，役員会 この会議には各課長も陪席させ，経営戦略の周知
において経営戦略等を確立する体制を維 徹底を図っている。
持する。 なお，学長・副学長ミーティングには学長補佐

も参加させ，種々の課題等について協議を行って
おり，平成19年度は13回開催した。

【２】運営組織の効果的・機動 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

的・戦略的な運営に関する具体 役員会等の見直しを行い，監事には多くの委員 ～21年度は継続して推進する。
的方策 会等に出席してもらい，意見を述べる機会を増や

本学の意志決定機関としての した。また，教育研究評議会については，構成員
役員会，経営協議会との関わり のあり方及び審議事項の整理を行い，その結果と
の中で，教育研究評議会・教授 して４重点研究分野のセンター長等を新たに構成
会の運営上の課題を平成17年度 員に加えた。
までに再検討し，必要に応じて 権限と責任が拡大した学長を補佐し，各専門部
その構成及び審議事項を整理す 会の総括責任者の役割を担わせるため，理事（副
る。 学長）の他に２人の副学長を置き，副学長４人体

また，権限と責任が拡大した 制とし，意志決定の機動化を図った。
学長を補佐するため，平成16年 既存委員会の見直しを図るとともに，産学官連
度から大学運営の重要テーマご 携や国際交流の推進及び全学共同利用施設の運営
とに，担当の副学長を置き，副 を担当する部署として研究協力課を新設し，業務
学長4人体制で基本戦略の企画立 の適切化，円滑化を図った。
案を行う体制を充実させる。
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（平成19年度の実施状況）さらに，平成16年度中に既存
の委員会の見直しを図り 特に 【２－１】 【２－１】， ， Ⅲ Ⅲ

産学官連携や国際交流の推進及 大学の意思決定機関としての役員会， 役員会，経営協議会は，実質的な協議及び意見
び全学共同利用施設の適切な運 経営協議会，教育研究評議会及び教授会 交換を行い，特定のテーマについては，フリー討
営を担当する事務組織を強化す の効率的運営を推進するため，必要に応 議を行う等充実を図り，そこでの外部委員の提言
る。 じてその構成員及び審議事項の見直しを 等については大学運営に反映させている。

継続して行う。

【３】教員・事務職員等による 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

一体的な運営に関する具体的方 入試関連業務については，平成17年度までは， ～21年度は継続して推進する。
策 入試課と入学者選抜委員会との連携により，出前

これまで教員・事務職員等の 授業，高校訪問及び進学説明会等の企画・実施が
両組織が協力し取り組んできた 的確になされてきた。平成18年度には，入学志願
入試関連業務，就職指導業務， 者確保を戦略的に行うため，教員及び事務職員が
国際交流・留学生あるいは産学 一体となって協議を行う入試広報戦略ワーキング
官連携に係わる業務などの分野 グループを立ち上げ，成果を上げてきた。
で，より一層の連携を図れるよ 学生の就職指導業務については，学生支援課就
う教員・事務職員等が一体とな 職支援係が就職担当教員や学科事務係とも連携し
って運営できる体制を平成16年 て情報の提供や連絡調整を行っており，担当者間
度中に構築する。 の事務処理が迅速になった。また，平成17年度か

また，事務職員等が教員と連 ら就職担当教員と求人情報の迅速な伝達・共有化
携協力して企画立案に参加する を図るため，週１回メールにより「学生支援課受
中で，専門職能集団として法務 付求人（受付月日順 」等を配信している。）
・労務・財務などの分野で，高 国際交流センターは，本学で最初に教職員の連
い専門性を発揮できる人材の養 携事業を始め，留学生の支援，本学学生の国際化

， ， ，成や確保を，研修や中途採用等 に多くの成果を上げており このことが その後
によって図る。 教職員連携業務を目指すセンターなどのきっかけ

となった。
産学連携に係る業務は，地域連携・研究戦略室

の教員と研究協力課の事務職員とが連携し，ワン
ストップサービスの充実が図られ，外部資金受入
額増加などの成果を上げている

高い専門性を発揮できる人材養成については，
法人独自の研修に加え，人事院・地方公共団体及
び民間等の研修・講習に積極的に参加を促してき
た。

財務部門については，毎年継続して簿記の研修
を行い，その成果として，財務課職員の半数以上
が簿記資格を有しており，高い専門性を発揮でき
る人材を研修を通じて養成してきた。

中途採用等については，国立大学法人等職員統
一採用試験及び中途採用による選考採用基準を策
定した。また，技術職員についても選考採用基準
を策定し，これに基づき平成19年度に適任者を１
人採用した。

（平成19年度の実施状況）

【３－１】 【３－１】Ⅲ Ⅲ

19年度から教員・事務職員等が一体と 学生支援センター内に就職支援室を設置し，教
なって運営する体制として設置した学生 員・事務職員が一体となり運営している。
支援センター，入試企画センター，環境 平成19年度から発足した入試企画センター内に
安全センターは，それぞれの設置目的に 選抜方法検討部会及び広報部会を設置した。これ
沿った機能の充実を図る。 までに選抜方法検討部会を23回，広報部会を５回

及び運営会議(全体会議)を６回開催し，選抜方法
や試験実施方法の見直し及び提案並びに広報の企
画及び実行部隊の中心を担った。
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環境安全センターは，大学における安全衛生の
確保及び環境保全を推進するため ５グループ 環， （
境保全，安全衛生，化学物質管理，防災・交通安
全及び作業環境測定）で業務を遂行している。

【３－２】 【３－２】Ⅲ

事務職員のキャリアアップ研修を，内 学内の講師により，事務部門のプレゼンテーシ
容によって技術員 教員を加えて実施し ョン力向上のためのソフトウェア講習会を実施し， ，
高い専門性を発揮できる人材の養成とと た。また，文部科学省国立大学法人支援課長によ
もに教員，事務職員，技術員の協働意識 る講演を通じ，大学の置かれている現状の認識と
を高める。 協働意識の向上を図った。さらに，東京大学保健

センターから産業医を招き，長時間労働とメンタ
ルヘルスの講演を行い，よりよい職場環境作りの
参考とした。また，学内外のリスクマネジメント
責任者・担当者を対象にリスクマネジメントセミ
ナーを開催した。

【４】全学的視点からの戦略的 全学共同利用スペース等に対するチャー（平成16～18年度の実施状況概略）

な学内資源配分に関する具体的 教員の採用にあたっては，教育・研究分野を定 ジ制度を導入する。
方策 めた３か年計画を毎年提案し，教育研究評議会で

配置される各学科等の教員数 審議した後，役員会で決定している。その中で学
は弾力的に扱うこととし，本学 長裁量定員を確保し，語学の教員増強，重点研究
の特色ある教育研究分野を活性 分野に対応可能な教員採用等を行っている。
化させるため，平成18年度まで 研究室・実験室等の配分については，平成16年
に役員会がそれらの分野に教員 度から共用実験室を手始めに，共同利用スペース
を重点的に配置できる体制を確 運用審査専門委員会で審議し，本学の活性化すべ
立する。 き重点研究分野を優先して使用を許可している。

さらに，平成16年度から，こ また，平成18年度には施設等の有効活用に関する
れまでの国の基準面積に基づい 規則を制定し，部局等が教育研究活動の変化に対
て各教育研究分野へ研究室・実 応するため，全学的な視点から利用計画並びに諸
験室等を配分している方式を改 室の配分を見直し，施設等の利用の改善を図るこ
め，本学として活性化すべき教 ととした。
育研究分野に重点的に配分した 教員への教育研究費の配分は，教員評価制度の

。 ，り，研究成果や外部資金の導入 評価結果に基づく傾斜配分を堅持している また
実績等で配分したりできる体制 教育研究活性化経費（学長裁量経費）を活用し，

「 」 「 」とする。 重点研究推進支援 や 研究推進センター支援
運営費交付金の各教員への配 等に重点的に予算配分を行うこととし，成果を確

分については，本学でこれまで 認するため実施報告書の提出を制度化している。
行ってきたように，各教員の活 業績を反映した給与体系は，平成17年度から教
動を教育・研究・大学活性化の 員評価制度の評価結果に基づき，評価結果を５段
それぞれの分野ごと評価し，教 階に区分して，勤勉手当・昇給に反映している。
育研究費を傾斜配分する原則は なお，事務職員・技術員については，それぞれ
今後も堅持するが，重要な教育 評価制度に基づく評価を実施し，この評価結果を
研究分野には重点的な配分がで 昇給や勤勉手当に反映している。
きる方式とするとともに，平成

（平成19年度の実施状況）16年度中に評価項目の見直しを
行う。 【４－１】 【４－１】Ⅲ Ⅲ

また，教職員の給与に能力・ 施設等の有効活用に関する規則に基づ 共同利用スペースを設け，平成19年度は４人の
業績を反映させるため，平成18 き，本学として活性化すべき研究分野に 教員に期限付きで室を貸与した。
年度までに評価組織や評価基準 重点的に配分したり，研究成果や外部資 本年度発注のフュージョンセンター改修工事に
の策定など将来に向けての準備 金の導入実績等で配分する体制を強化し おいて，２室を共同利用スペースとして確保し，
作業を行う。 継続する。また，共同利用スペースのさ 施設等の有効活用に関する規則に基づき利用する

らなる増加に努める。 予定である。
冬季省エネパトロール時にあわせて，施設の有

効活用に関する調査を実施し，無駄なスペースは
共同利用スペースとして拠出願う予定である。
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【４－２】 【４－２】Ⅲ

教育研究費は，教員評価制度の評価に 教員評価制度の評価結果に基づき教育研究費の
基づき傾斜配分し，重要な研究分野には 傾斜配分を継続して行っている。評価方法につい
重点的に予算配分する方式を継続すると ては教員制度改正に関連して一部見直しを行っ
ともに，評価方法の検証を行う。 た。また，平成18年度から引き続き，教育研究活

性化経費（学長裁量経費）を活用し 「重点研究，
推進支援」や「研究推進センター支援」による重
点配分を行った。なお，これらの成果を検証する
ため採択者に，得られた成果並びに公表の状況及
び主な支出の内訳等を記述する報告書の提出を義
務付けることとした。

【４－３】 【４－３】Ⅲ

本学の特色ある教育研究分野を活性化 毎年提案する３か年の教員配置計画において，
させるため，役員会がそれらの分野に教 学長裁量定員を確保し，教育研究組織に対応した
員を重点的に配置できる体制を継続して 人員配置を行った。
推進する。 平成19年度は，平成20年度からの改組に重点を

置き，平成21年度までの退職者等19人について配
置計画を立案した。

【４－４】 【４－４】Ⅲ

教員，事務職員，技術職員それぞれの 全教職員について，それぞれの職務に対応した
評価を給与に反映させるため，策定され 評価制度に基づき評価を行い，その結果を勤勉手
た評価基準等の適正化をさらに図る。 当・昇給に反映させている。

【４－５】 【４－５】Ⅲ

施設の有効利用に関する規則に基づき スペースチャージについては，教育研究管理ス，
教育研究スペースは全て学長が統括し， ペース運用WGで全学を対象にしたスペースチャー
教員は必要スペースを借用する体制を充 ジ徴収方針（案）を立案中であり，平成20年度か
実するとともに，全学共同利用スペース らは，全学共同利用スペースからスペースチャー
のチャージ制度を構築する。 ジを導入する。

【５】学外の有識者・専門官の 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

登用に関する具体的方策 ～21年度は継続して推進する。
役員会を中心にして，学識経

験者，経営的戦略を持った人材
を調査するとともに，経営協議

（平成19年度の実施状況）会の意見を参考にしながら，適
任者を選考する。 【５－１】 【５－１】Ⅲ Ⅲ

経営的戦略をもった人材を登用する制 本学の教育研究の充実及び大学運営の活性化，
度を設ける。 個性化を目的として，優秀な人材を確保するため

に，教員のみならず全職種を対象とした特任職員
の採用について規程の整備を行った。

【６】内部監査機能の充実に関 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

する具体的方策 本学における財務規律を確保するための方策の ～21年度は継続して推進する。
本学における財務規律を確保 一つとして，平成16年度より科学研究費補助金の

し，業務運営の改善及び効率化 適正な執行の確保を図るため内部監査を実施して
を推進するため，監事及び会計 きた。
監査人の行う監査との連携を図 なお，平成18年度に監査室を設置し，学内監事
りながら，平成18年度までに内 と会計監査人とが連携して財務関係の評価を実施
部監査体制を確立する。 する体制を支援している。

（平成19年度の実施状況）
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【６－１】 【６－１】Ⅲ Ⅲ

監事及び会計監査人の行う監査との連 監事と会計監査人の意見交換会を，札幌で実施
携を図りながら，新たに制定した内部監 した。また，今年度下半期に，人事，科研費及び
査規程等に基づき，内部監査体制を強化 研究用物品の内部監査を実施した。
する。 監事による教員へのヒアリングについては事務

職員が同行し，その内容について，学長等との検
討会を開催し，改善に取り組んでいる。

【７】国立大学間の自主的な連 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

携・協力体制に関する具体的方 帯広畜産大学とは，地域共同研究センター間で ～21年度は継続して推進する。
策 産学官連携活動に関する包括的協定を取り交わ

北海道内の7国立大学法人が連 し，医工連携事業あるいは科学技術振興調整費事
携し教育上魅力あるシステムの 業である「工農連携事業」等において相互の協力
構築を図るため，広範な単位互 関係を強化している。
換や研究上の連携など実効性の 北海道大学が中核となり，本学を含む７大学の
ある連携・協力体制を平成18年 大学院が共同で実施している派遣型高度人材育成
度までに確立する。 協同プラン「実システム開発指向高度人材育成プ

ログラム」について北海道大学大学院情報科学研
究科と学生交流協定を締結し，本学情報システム
工学専攻の学生が履修し成果を上げている。

室蘭工業大学とは単位互換協定に基づき，毎年
数名の大学院学生が相互に受講している。

（平成19年度の実施状況）

【７－１】 【７－１】Ⅲ Ⅲ

道内の国立大学法人等が連携し，教育 帯広畜産大学とは地域共同研究センター間での
上魅力あるシステムの構築を図るため， 産学連携体制が構築されていたが，JST科学技術
広範な単位互換や研究上の連携など実効 振興調整費事業が両大学で採択になり 「工農連，
性のある連携・協力体制を確立する。 携事業」についての相互協力体制が確立された。

東京農業大学とは，より広範囲にわたる連携を
行うため，包括連携協定を締結した。また，北海
道大学情報科学研究科の派遣型高度人材育成協同
プラン「実システム開発指向高度人材育成プログ
ラム」に参画し，当該大学院で開講している科目
を，本年度もテレビ会議システムにより本学研究
科の学生４人が受講した。さらに，平成19年度は
本学と旭川医科大学，日赤北海道看護大学との教
員間で具体的な教育研究連携が始まった。

ウェイト小計
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化

② 教育研究組織の見直しに関する目標

教育研究組織は，大学が本来果たすべき役割を実現する上で基幹となるべきものであり，北見工業大学でもそれぞれの工学分野に固有で必須な学問と技術体系に根差しつ中
つも，日進月歩する科学技術の新展開と社会的な要請に的確に応え得る組織とする必要がある。そのため，中期目標・計画の設定期間に対応させて，その節目毎に絶えず見期
直しを図り，弾力的設計を重視する立場から改組・転換にも取り組むこととする。目

標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【８】教育研究組織の見直しの 入学後にも転学科が可能な制度を構築し（平成16～18年度の実施状況概略）

方向性とその編成等に関する具 平成18年度に，教育研究組織検討委員会を設置 運用する。
体的方策 して，教育研究組織の見直しを行い，410人の定

学部の教育体制については， 員内で学科定員は10％程度を限度として弾力化す
当面，現行の6学科の学科学生定 ることを決定し，平成20年度からの募集を目指し
員に対応した形の教育コースを 平成19年度に改組案を申請した。併せて，平成20
基本とするが，平成18年度まで 年度から全教員を従来の学科等配属から工学部配
に，教員組織は学科に固定化せ 属とし，教育プログラム，学生指導に責任を持つ

。 ，ず派遣方式として，役員会の判 学科グループ等に派遣する方式を決定した なお
断により必要に応じて，柔軟に 改組後の学生募集形式については，現行の６学科
対応できる制度に変更する。こ 制から３系列制とし，入学後に学科を選択できる
れに伴って，入学定員総数の410 制度にすることとした。また，全ての学科でJABE
人は維持しつつも，コース毎の Eに対応した教育プログラムを決めている。
入学定員は固定化せず，入学志 大学院については，学科改組の学年進行に合わ
願者の動向，専門分野のニーズ せて改組をすることとし，この場合，重点研究分
がより適切に活かせるよう，コ 野を考慮した体制を目指している。また，博士後
ースの規模とその編成のあり方 期課程は本学の特色である寒冷地工学を活かした
について弾力的に取り組めるシ 専攻の設置を目指すこととしている。
ステムとする。その際，学部卒

（平成19年度の実施状況）業者には，ユニバーサル化の中
にあって質の保証が重要となる 【８－１】 【８－１】Ⅲ Ⅲ

ことから，現行の学科に対応す 入学定員総数の410人は維持しつつも， 平成20年度から学部における一般選抜及び特別
る組織をJABEE認定が可能となる 学科毎の入学定員は固定化せず，入学志 選抜の学生募集単位を現行の６学科制から３系列
教育コースと位置付け，そのた 願者の動向，専門分野のニーズがより適 制に改めるが，その趣旨，目的及び特徴を周知す
めの具体的な体制の実現を目指 切に活かせるよう，学科の規模とその編 るため，入試企画センター教員を中心として，全
す。 成のあり方について弾力的に取り組める 学教職員から協力を得て，高校訪問を強化し，進

なお，学部入学者は，平成20 システムを検討する。その際，学部卒業 路指導担当教諭への説明を行った （175校訪問）。
年度までに現行の学科毎の募集 者には，ユニバーサル化の中にあって質 また，入学後の転学科について，教務委員会で制
形式を改め，募集の母集団を3区 の保証が重要となることから，現行の学 度の構築を図った。
分程度の比較的中規模なものと 科に対応する組織をJABEE認定が可能とな なお，新カリキュラムについては，各コースと
し，入学後にも転学科が可能な る教育コースと位置付け，そのための具 もJABEE認定が可能となるよう整備した。
制度を構築する。大学院博士前 体的な体制の実現を目指す。なお，学部
期課程の教育研究体制も前述の 入学者は，平成20年度までに現行の学科
教育コースに準じたものとする 毎の募集形式を改め，募集の母集団を３
が，本学が目指す情報科学，エ 区分程度の比較的中規模なものとし，入
ネルギー・環境，社会基盤，及 学後にも転学科が可能な制度の構築を目
び材料・バイオの4分野の教育研 指す。
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究がより一層進展するよう適切
な教員配置のあり方についても 【８－２】 【８－２】Ⅲ

検討を進める。博士後期課程に 教員組織は学科に固定化せず，教育と 平成20年度からの学科改組を行い，併せて，教
ついては 現行の2専攻に加えて 研究を分離する方式として，役員会の判 員は従来の学科配属を止め，教育・学生指導の責， ，
平成20年度までに先端的で高度 断により必要に応じて，柔軟に対応でき 任を明確にする４つのグループで構成する組織に
な重点研究プロジェクトを展開 る制度の構築を検討する。 変更することとした。
できる新たな専攻の設置と入学
定員の増員を目指す。 【８－３】 【８－３】Ⅲ

大学院博士前期課程の教育研究体制も 大学院博士前期課程の教育組織は，平成20年度
前述の教育コースに準じたものとするが に改組した学部学科における学生募集方式と，そ，
本学が目指す情報科学，エネルギー・環 の後の２，３年次の学科，コースのあり方を考慮
境，社会基盤及び材料・バイオの 分野 しながら，学部教育課程に準じたものとして改組4
の教育研究がより一層進展するよう適切 を検討する。その際の教員配置においては，本学
な教員配置のあり方についても検討を進 の教育研究の活性化及び重点研究分野との関連も
める。 配慮する。

【８－４】 【８－４】Ⅲ

博士後期課程については，現行の２専 大学院博士後期課程は本学の特色を明確にする
攻に加えて，平成20年度までに先端的で ことから「寒冷地工学専攻」を新設し，従来の２
高度な重点研究プロジェクトを展開でき 専攻と合わせて３専攻12人の定員とする方針であ
る新たな専攻の設置を検討する。 り，それについての検討組織を立ち上げた。

【９】産学官連携の推進を図る 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

組織等の整備 既存の地域連携推進委員会の実働部隊である産 ～21年度は継続して推進する。
既存の地域連携推進委員会の 学官連携推進員・協力員は，３市11町に19人とな

機能を充実するとともに，地域 り，地域との情報交換が的確に推進されている。
共同研究センター，機器分析セ 研究戦略などの要である地域連携・研究戦略室
ンター，未利用エネルギー研究 は，地域共同研究センター，SVBL，知的財産本部
センター，SVBL等も，重点研究 で組織され，４重点研究分野が一体化した運営が
分野と一体化した運営が図れる 図れる体制を整えた。
よう検討を進め，産学官連携の

（平成19年度の実施状況）成果が，より有効に学部と大学
院の教育に反映できるものとす 【９－１】 【９－１】Ⅲ Ⅲ

る。このことによって学生の学 産学官連携の推進は，地域共同研究セ 重点研究分野に置かれている研究推進センター
習意欲の一層の向上につなげる ンター，機器分析センター，未利用エネ では，定期的に発表会・セミナーなどを開催し，。
そのため，それぞれのセンター ルギー研究センター，SVBLなどと重点研 学生の学習意欲の向上に努めている。また，学部
等の役割と特色を活かした形で 究分野が一体化した運営体制を構築し， 教育においては，知的財産，ベンチャー設立など，
本学における産学官の連携の活 成果を教育に反映させる。 産学官連携の成果を反映させた「総合工学Ⅱ」の
性化と教育研究の活力を向上さ 授業を実施している。
せていくため，平成20年度まで
に大学院博士課程等の整備を目
指す。

ウェイト小計
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化

③ 人事の適正化に関する目標

大学がその本来目的を達成するためには，大学を構成している人的資源を最大限に有効に活用する必要があることは言うまでもない。そのためには，非公務員型を活かし中
た柔軟で多様な人事システムを構築するとともに，それぞれの職種に属する教職員の全てが，その持てる能力を十分に発揮できるように配慮する必要がある。その際，教職期
員の勤労意欲の向上を図る動機付けとして，給与の適正化は不可欠である。したがって，個々の教職員に対して，それぞれの職務に期待される職務内容と水準，及びその評目
価基準を明確にした上で，その業績を給与に適切に反映させ得る人事システムを早期に構築することを基本方針とする。標

また，教育研究活動の活性化，高度化の源泉が優秀な人材確保にあることは言うまでもない。そのためには，多様な経験と多彩な能力の結集が基本となるので，より優秀
な人材をできるだけ多数確保できるよう，教員の流動性の向上を図ることは重要な意義がある。この点に関連して，北見工業大学では，これまでも教員人事は公募制を原則
としているので，今後もこれを堅持するとともに，早期に任期制を導入する。

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【１０】人事評価システムの整 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

備・活用に関する方策 平成16年度から期末手当と勤勉手当の比率を法 ～21年度は継続して推進する。
人事評価システムとしての給 人化前の７:３から６:４に変更し，教員に対する

与基準の大幅な変更は，法人間 勤勉手当は任期制の適用状況や教員評価制度に基
の異動などから当面は困難であ づいて評価した結果を反映させている。また，平
るが，平成16年度から，期末手 成18年度からは事務職員についても評価制度を構
当と勤勉手当の比率を現行の７: 築し，その結果を勤勉手当に反映させている。
３から当面６:４に変更し，業績 新しい昇給制度の適切な実施に向けて協議機関
を加味した給与制度とする。ま （ 労使協議会 ）を設置し，人事評価結果と昇給「 」
た，それぞれの教職員の職務遂 率のガイドラインを策定し，平成19年１月の昇給
行状況に対する人事評価システ から適用している。なお，公正な制度に向け毎年
ムは，教職員自身と社会が納得 度見直しをすることとなっている。
できる公正で妥当なものとする

（平成19年度の実施状況）必要があり，多面的な角度から
検討されなくてはならない。 【１０－１】 【１０－１】Ⅲ Ⅲ

したがって，平成18年度まで 期末手当と勤勉手当の比率を法人化前 期末手当と勤勉手当の比率を法人化前の７:３
には適切な評価基準の導入に向 の７：３から６：４に変更し，かつ業績 から６:４に変更し，評価結果を反映させて支給
けて 評価委員会で検討を進め を加味した支給制度を継続するとともに する制度を継続して運用している。， ， ，
適切な給与支給体制を確立する 勤勉手当については，教職員に対して評。

価制度の結果を反映させる制度を継続す
る。

【１０－２】 【１０－２】Ⅲ

教職員の人事評価制度を維持し，その 教員，事務員及び技術員の評価結果の活用方法
評価結果を昇給制度に適切に反映させる を，協議機関（ 労使協議会 ）で検討し，平成20「 」
制度を維持する。 年１月１日昇給に反映させた。

【１１】柔軟で多様な人事制度 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

の構築に関する方策と人事管理 教員については，平成16年度から学長を中心と ～21年度は継続して推進する。
に関する方策 する役員会と教育研究評議会が人事戦略及び人事

人事制度は，硬直化を排し， 管理に指導性を発揮する体制に移行し，毎年３か
常に柔軟性を確保して多様性を 年の採用計画を役員会の提案に基づき教育研究評

。 ， ，目指すことによって，組織の活 議会で審議し決定している また 優秀な教員は
性化に役立てる必要がある。そ ポスト数の制限を受けない内部昇任制度を導入
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のため，その時点々々における し，平成18年度末までに助手から助教授に４人，
最も有効な人事のあり方は，大 講師から助教授に１人，助教授から教授に４人昇
所高所からの総合的判断を重視 任している。
することが肝要であるので，絶 事務職員については，課長補佐制度を廃止して
えず全学的な視点から人事戦略 副課長制度とし，各人の責任範囲を明確にすると

， ， 。を構築し，適切な人事管理をで ともに 優秀な職員を課長 副課長に昇任させた
きる機能が求められる。 技術部においては，総括技術長を置き，能力に

このような役割は，単純に学 応じた処遇を行えるようにしている。
科等に委ねられるべき性格のも

（平成19年度の実施状況）のではなく，むしろ確かな識見
を必要とするので，学長を中心 【１１－１】 【１１－１】Ⅲ Ⅲ

とする役員会と教育研究評議会 適切な人事戦略，人事管理体制を構築 教員の新規採用については，定年予定者などの
が指導性を発揮することでこの するために，学長を中心とする役員会と 後任補充を基本とし，毎年３か年の採用計画を役
役割を担うものとする。 教育研究評議会が指導性を発揮できる体 員会が提案し，教育研究評議会で審議し，役員会

制を継続する。 の議を経て決定している。
平成19年度は平成20年度の改組を考慮した上

で，平成21年度までの人事計画を提案し承認され
た。

事務職員については，事務の効率化を図り，ワ
ンストップサービス体制とするため，係制度を廃
止し，課に配属する制度の検討を行った。

【１２】任期制の導入など教員 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

の流動性向上に関する方策 平成16年度から，教員人事の流動性，活性化を ～21年度は継続して推進する。
本学では，これまでも教員人 図るため全部門の新規採用者・昇任者に対し，任

事は一般公募を原則としてきた 期制を導入した。同時に，同意が得られた現職者
が，今後もこの原則を堅持する に対しても任期制を適用できることとし，年２回
こととする。また，任期制につ 受付を行っている。平成19年３月末現在で約66％
いては，地域共同研究センター となっており，中期目標期間中の目標60％を既に
等の一部の教員人事に対しては 達成している。なお，退職者・異動者の補充は原
導入していたが，平成16年度の 則一般公募とし，国籍を問わない公募となってい
法人化を機会に，教員人事の流 る。
動性・活性化を目指し，全部門

（平成19年度の実施状況）の新規採用人事に導入する。な
お，同意の得られた現職者にも 【１２－１】 【１２－１】Ⅲ Ⅲ

適用できるように制度化し，60 教員人事の流動性・活性化を目指し， 法人化に移行した時点での任期制適用割合は56
％以上の教員が任期制に移行す 全部門の新規採用人事に任期制を導入し ％であったが，平成19年度までに新規採用者及び，
るよう推進する。 60％以上の目標をクリアしたが，さらに 昇任者等が34人あり，平成20年４月１日現在で約

また，教員の行う教育研究活 任期制の対象となるよう推進する。 71％と目標を上回っている。
動を活性化するためには，幅広
い視野の涵養と多様な経験が重
視される必要があり，上記の公
募制の徹底と任期制の導入によ
って，流動性向上の一助とする
ためのものである。

【１３】外国人及び女性教員の 外国人教員や女性職員の比率について，（平成16～18年度の実施状況概略）

採用促進に関する方策 平成16年度以降，教員公募は国籍を問わないと 数値目標の設定を判断する。
現状では，本学でも外国人教 しているが，外国人教員の採用は２人（内１人は

員や女性職員の比率は低いと言 非常勤）である。一方，女性教員は１人（国際交
わざるを得ず，その改善に取り 流コーディネーター）であり，公募には男女雇用
組む必要がある。しかし，一律 機会均等法を尊重する旨明記しているが，応募者
に論じ難い問題でもあるので， が少ない。
本中期目標・中期計画の期間内

（平成19年度の実施状況）に具体的な数値目標が設定でき
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るよう検討を進める。 【１３－１】 【１３－１】Ⅲ Ⅲ

外国人及び女性教員の採用を推進する 平成19年４月１日付で外国人の女性教員を採用。
した。また，平成20年４月にも２人の女性教員の
採用を決定している。なお，教員公募の依頼文書
の内容を検討し，外国人及び女性が積極的に応募
できるようにした。

【１４】事務職員等の採用・養 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

成・人事交流に関する方策 平成16年10月に策定した「現中期目標期間にお ～21年度は継続して推進する。
事務職員等の採用は，行政事 ける事務系職員の配置数等に係る基本方針」に基

務処理及び教育研究支援業務等 づいた採用計画を実施しており，大学のニーズに
の大学運営事務のほか，教員と 対応した専門性と多様性を有し，かつ企画立案等
連携協力しつつ企画立案等に積 に積極的に参画できる専門職能集団としての機能
極的に参画する大学運営の専門 を発揮できるよう継続的，長期的な人材採用と養
職能集団としての機能を発揮さ 成を図っている。採用計画の一環として図書館の
せる必要があるため，大学独自 専門的な職員採用について調査，検討を行い，国
の採用計画に基づき行うものと 立大学法人等職員統一採用試験（図書）の他，中
する。なお，一般事務職員等の 途採用による選考採用基準を策定した。
採用に当たっては，一定以上の 研修制度については，キャリアアッププログラ
能力や優れた知識経験を有して ムを策定し，月１回程度，学内外の講師によるキ

， 。 ， ，いることが求められることから ャリアアップ研修会を開催している また 階層
平成16年度から北海道地区国立 職階別の研修制度として，中堅職員，主任及び係
大学法人等職員統一採用試験実 長クラスを対象とした合宿による職員研修，係員
施委員会の実施する統一試験を を対象とした若手職員研修，英会話研修及び簿記
活用する。 研修を実施した。また，平成18年度は，教職員対

「 」 。また，事務職員等の能力向上 象に メンタルヘルスサポート研修 を実施した
策として，専門職能集団として なお，若手の人材養成を兼ねて，大学評価・学
の機能が発揮できるように，財 位授与機構あるいは文部科学省での長期研修も行
務，労務等の階層別，職階別の っている。
研修制度を導入し，大学の経営 人事の活性化を図るために，道内外の大学との
戦略等に参画する人材の養成を 人事交流を実施しており，毎年２人程度の交流が
行う。さらに，優れた人材の確 ある。
保や人事の活性化を図るため，

（平成19年度の実施状況）引き続き他大学等との人事交流
に努める。 【１４－１】 【１４－１】Ⅲ Ⅲ

一般事務職員の採用に当たって，北海 10月２日に採用面接を実施した結果，９人の応
道地区国立大学法人等職員統一採用試験 募があり，１人を採用した。
実施委員会の実施する統一試験を引き続
き活用する。

【１４－２】 【１４－２】Ⅲ

優れた人材の確保や人事の活性化を図 平成19年度の人事交流は，北海道大学１人，旭
るため，引き続き他大学等との人事交流 川工業高等専門学校１人について行った。
に努める。

【１４－３】 【１４－３】Ⅲ

職階別の人材育成として，若手・中堅 労務管理，資料作成ソフト講習，リスク管理な
・管理職等の職階区分における研修を実 どについて講演会などを開催し，資質の向上を図
施し，職場環境の基礎となる部分を強化 った。また，技術職員に関する選考採用基準を策
するとともに，専門職能集団としての機 定し，これに基づき平成19年４月１日付で１人採
能を発揮できる人材の確保に努める。 用した。

【１４－４】 【１４－４】Ⅲ

教職員のメンタルヘルス支援体制を強 保健管理センター医師（産業医）及びカウンセ
化する。 ラー（臨床心理士）による支援体制を継続して行
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っている。また，メンタルヘルス関連の講演会を
行うなど，支援の体制を強化している

ウェイト小計
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化

④ 事務等の効率化・合理化に関する目標

大学運営の企画立案等への参画，教育・研究支援事務，労務管理，財務管理等の多様化する要請に積極的に応える事務体制を整備し，人材の効率的な配置と業務全般の効中
率化・合理化を図る。期

目
標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【１５】事務組織の機能・編成 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

の見直しに関する具体的方策 法人化を機会に，学科等事務を２か所に統合し ～21年度は継続して推進する。
平成16年度中に大学運営の企 非常勤職員を主体とする組織に変更した。ここで

画立案等への参画及び教育・研 割愛した職員数等を活用し，研究支援のための研
究支援事務等に機動的に対応で 究協力課を設置した。また，平成18年度には大学
きる事務組織を構築する また 運営の企画立案等への参画，機動的対応を目指し。 ，
事務の効率化・集中化のため， て，総務企画課を総務課，企画広報課に改組し，
ペーパーレス化，事務の電子化 企画力の強化及び広報業務の一元化を図った。さ
等の推進を図る。 らに，教務課及び学生支援課を統合し，学生対応

業務の効率化及びワンストップサービスを推進し
ている。なお，研究協力課に国際交流推進室，財
務課に経理室及び室長，従来の課長補佐を副課長

， 。に改め 責任体制の明確化を図る組織に移行した
事務の合理化・電子化については平成17年度に

策定した「管理的経費節減計画について」に基づ
き，電子メールの活用を積極的に行うとともに，
引き続き会議資料等を見直し，用紙使用量の削減
に努めた。

（平成19年度の実施状況）

【１５－１】 【１５－１】Ⅲ Ⅲ

大学運営の企画立案等への参画，及び 19年度から発足した入試企画センターは，教員
教育・研究支援事務等に機動的 と事務職員が同等の立場で協議をしており，これ
に対応できる事務組織の強化・充実をさ までに選抜方法検討部会を23回，広報部会を５回
らに図る。 及び運営会議(全体会議)を６回開催し，選抜方法

や広報等の企画及び実行部隊として活動した。ま
た，学生支援センターでは学生よろず相談室及び
就職支援室の室員と事務との連携により，各種相
談・メンタルヘルスサポート研修の実施など学生
生活支援体制の充実を図っている。

【１６】業務のアウトソーシン 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

グなどに関する具体的方策 事務組織の再編，統合計画に基づき，総務企画 ～21年度は継続して推進する。
経済性・効率性の観点から業 課を総務課と企画広報課に，教務課と学生支援課

務全般の精査を行い，事務組織 を学生支援課に再編統合した。また，事務職員の
の再編・統合及び事務系職員の 配置計画として，平成16年度に「現中期目標期間
配置計画を平成18年度までに策 における事務系職員の配置数等に係る基本方針」
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定する。また，中期計画期間内 を策定した。
に現業的業務等のアウトソーシ 現業的業務（守衛等）のアウトソーシングは，
ングの推進計画も策定する。 配置されていた職員の定年に連動して実施する計

画となっており，平成18年度末までに業務の全部
又は一部をアウトソーシングした。

（平成19年度の実施状況）Ⅲ

「平成19年度は年度計画なし」

ウェイト小計
ウェイト総計
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北見工業大学

（１）業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

１ 特記事項
４人，助教授に４人，助手に５人昇任している。「平成16～18事業年度」

学長裁量経費，大学活性化経費，目的積立金の適切な運用により，教育・研究の重 学長裁量経費については，運営費交付金の中から教育研究費に配分する総額の30％
点的支援あるいは施設・設備整備などの迅速化が可能になった。例えば，平成16年度 程度を当てている。この費用は教育研究力の向上，大学運営の活性化などに配分して
には研究者交流施設を設置，教育優秀者への教育研究費増額，4重点研究分野の研究費 成果を挙げている。
支援などがある。 ３）法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価と資源配分の修正

教育，研究あるいは学生支援のための教職員が一体となった組織的活動が拡大して 運営費交付金に対する配分方針は，財務課が作成した予算に対し学長，理事による
， ， 。おり，国際交流センター，地域連携・研究戦略室などで成果が出ている。 ヒヤリングを行う中で原案を作成し 経営協議会 役員会の審議を経て決定している

事務・技術部組織は，教育研究支援，学生支援，社会的説明責任遂行を基本として なお，下半期には上半期の財務状況を判断し，その後の事業展開などに対して補正予
改革しており，具体的には教務課・学生支援課の統合，技術部の派遣方式，内部監査 算を組んで効率的運営を図っている。
体制の強化などを行っている。 共通管理運営費は学長，理事のヒヤリングで決定し，基本運営費交付金から共通管

。 ，教員人事については毎年度人事３か年計画を策定，事務局は中期目標期間内の採用 理運営費を差し引いた額を教育研究関連費としている この配分方針は研究の重点化
計画を基に進めている。また，教職員の活力を引き出すために評価制度を活用し，勤 教育の活性化などを考慮し，毎年度学科等の意向も取り入れ見直しを図っている。
勉手当あるいは昇給などに業績が反映されるようになった。 人件費については，法人移行時に事務職員の削減計画を策定しており，それに従っ

て削減している。また，教員については，人事３か年計画を毎年度教育研究評議会に
提案し，人件費削減計画を判断しながら採用時期などを経営協議会，役員会で審議し「平成19事業年度」

目的積立金を活用して，構内分煙の推進，学内グリーン化，体育施設の整備などを 決定している。
実施している。 ４）業務運営の効率化

教職員の協働体制をさらに拡大し，学生支援センターでは学生相談体制等の充実， 大学事務組織は法人移行時に見直しをしているが，少ない人員で効率的・効果的に
入試企画センターでは入試広報などで成果を上げている。また，環境安全センターで 業務を遂行するため，平成18年度から財務，教務，国際交流について室長体制を取る
は学生も参画し，ISO14001の継続審査などに対応している。 とともに，従来の課長補佐制度を職務内容が明確となる副課長制度に変更し，職能集

団としての事務組織の質の向上を目指している。
職員研修にも力を入れており，企画提案型事務組織を目指した意識改革に努めてい２ 共通事項に係る取組状況

る。「平成16～18事業年度」
１）戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用 技術部技術員の業務は，平成17年度から専門性を重視した派遣方式に変更し，教育

本学の戦略的事業等の企画立案は，基本的には学長，副学長，事務局長とで構成す 研究支援，情報関連や安全衛生管理などの共通部門などからの申請に対応する制度と
る企画運営会議で行うが，素案作りには月１～２度実施している学長と副学長・学長 している。これらの成果に対し毎年度相互評価を実施し，資質・技能の向上を図って
補佐・事務局長とで行うミーティングの役割も大きい。ここでは副学長・学長補佐が いる。
担当するタスクフォース等からの提案も検討されて，企画運営会議で整理・体系化さ 平成17年度に設置された「管理的経費節減計画検討ワーキンググループ」が，業務
れる これらの提案は経営協議会 教育研究評議会において審議・決定される なお 改善に向け検討を重ね30項目に及ぶ提案についてフォローアップを続け，平成18年度。 ， 。 ，
重要事項は役員会に付議され決定している。これまでの重要な取組は，教育組織の改 に成果報告書を出して，啓発活動を続けている。

， ，革，事務組織の改革，人事３か年計画，施設整備の推進，教職員評価制度と給与体系 一号館改修を機会に ISO14001認証取得を目指しワーキンググループを立上げたが
の確立，外部資金の獲得支援体制強化，経費削減計画などである。 多くの職員が内部監査員の資格を取得するなど積極的な取組みを行った結果，平成18

種々の提案から実施に至る審議は規則に則して実施しているが，重要な事項につい 年度に取得できた。
ては学長による全学説明会，学科等懇談会などでの事前説明が行われ，教育研究評議 一号館改修時に学生支援体制の向上を図るため，学生関係事務組織をワンフロアと
会の協議審議は迅速に行われている。また，経営協議会には全ての理事・監事が参加 し，ワンストップサービス体制とした結果，学生から高い評価を得ている。また，財
して意見交換を行っており，その後に行われる役員会での審議・決定も適切に行われ 務課と施設課もワンフロアとし連携体制を整えた。
ている。 本学は法人化以前より委員会の削減，審議時間の短縮に努めており，構成員からの

２）法人としての総合的観点から戦略的・効果的な資源配分 不満はない。ただ，教職員には組織の一員として大学の発展に貢献することを求めて
法人化後，教員については毎年度当初に今後３年間の定年退職者の後任人事を提案 おり，多くの人がタスクフォースあるいは研究会に参画してもらうようにしているこ

し，重点研究分野を考慮しながら計画的に採用している。平成16年度～平成18年度の とから，一部教員の負担は増加傾向にあった。このため，ポスドク雇用などで研究支
間に教員の退職者は24人となり，大学としての重点化政策等のための学長裁量定員も 援体制を強化し負担軽減に努めている。
３人確保できている。この学長裁量定員は中期目標期間に約５％とすることが承認さ ５）収容定員を適切に充足した教育活動
れており，この人員を利用して語学教育強化のための教員２人を採用している。 本学の学生収容定員の充足率は，平成16年度～平成18年度において，学部110％，博

人件費の一部はインセンティブのある制度のために運用しており，任期制に移行し 士前期課程135～105％，博士後期課程133～97％となっており，特に問題はない。しか
た教員については，年間で１か月分程度，勤勉手当が高くなる制度となっている。ま し，博士課程への進学者が減少傾向にあり，平成19年度の定員確保に向け，入学料，
た，大学院手当の見直しを行い，博士後期課程の学生指導を行っている教員に手厚く 授業料免除，奨学金制度等の経済的支援体制を充実した。
配分する制度としている。 ６）外部有識者の積極的活用

優秀な教員の学内昇任を積極的に認めており，平成16年度～18年度末までに教授に 本学の場合，公式に迎えられ活用されている外部有識者は非常勤理事１人，非常勤
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監事２人，経営協議会委員６人，客員教授20人である。また，準公式な外部有識者と 重ね，改組申請ができた。今回の改組では６学科を３系列に再編成し，入学後に学科
しては，地域共同研究センターの連携推進員，あるいは本学と地域とで形成している を選択するとともに，学科定員を学生の希望に沿って柔軟に変更できる制度としてい
研究会，協議会の委員，学生後援会，大学後援会などの関係者がおり，毎年度，会議 る。なお，教育組織と研究組織を分離した体制となっており，研究組織は３年ごとに
あるいは懇談会などで意見交換を進め，地域連携の拡大，学生支援体制の充実に反映 見直しをすることになっている。
させている。

経営協議会においては，教育研究面で本学の特色をより明確にする必要性が指摘さ
れたこともあるが，これらは平成20年度の教育組織改革に活かされている。それ以外
では，全体的に本学の新たな取組が評価されており，大学運営に直接影響する指摘は
ない。

７）監査機能の充実
監査法人及び監事による定期的監査が行われているが，これを事務的に支援するた

めに監査・評価室を設置した。これによって，より迅速に監事の意見調整などが可能
となっている。なお，平成17年度に制定した個人情報管理規程に基づき個人情報管理
体制の監査も行っている。

， ， ，監事とは 監査結果を踏まえて学長・副学長等が定期的に意見交換しており 特に
教育の質の保証について出された意見は，シラバスの見直しや，成績評価に反映させ
ている。

外部資金の適切な運用を図るために内部監査体制も構築し，チェック体制を確立し
ている。

８）法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組
重点研究分野を４分野とし，各分野に研究推進センターを設置する体制とした。各

研究推進センターは学科横断的な組織体となっており，平成19年度までの組織では14
センターがあり，教員の50％がいずれかのセンターに所属している。これら研究推進
センターが中心となって外部資金の獲得に努力しており，その結果，外部資金が法人
化前の２倍近くになった。

「平成19事業年度」
１）戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用

優秀な学生確保は経営戦略として重要であり，平成19年度に入試企画センターを設
置した。また，ISO 14001 の認証の継続審査など，校内環境や安全を推進する環境安
全センターを設置した。

２）法人としての総合的観点からの戦略的・効果的な資源配分
平成20年度の学科改組に併せて，教員の所属を学科に固定せず，柔軟に異動できる

， 。派遣方式とすることを決定し 必要に応じて担当する学科が決められることとなった
目的積立金を活用して，学内環境整備，高度機器の更新などを行った。
間接経費を一定額以上獲得した教員には，その成果が勤勉手当に反映され，大学へ

の貢献として評価している。
平成19年度の助教制度への移行では，業績を配慮した待遇改善と合わせて，キャリ

アパスとしての講義担当も12人認めている。
３）法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価と資源配分の修正

学内予算で設置した研究推進センターについては，平成19年度に成果評価を実施し
ており，平成20年度当初に見直しを行う。

４）業務運営の効率化
学科事務体制の見直しを行い，改修工事にあわせて全学科の事務を集中化して効率

化を図った。
５）収容定員を適切に充足した教育活動

平成19年度の定員充足率は，学部109％，博士前期課程116％，博士後期課程94％と
適正な範囲になっている。

６）外部有識者の積極的活用
外部有識者の採用が行えるよう，特任職員制度を設けた。

７）監査機能の充実
監事監査の報告を受けた際には，指摘事項への改善策提案などを作成する中で，監

事との協議も重ね，成果を挙げている。
８）教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し

平成19年度の最大の課題は学科改組であったが，多くの調査結果を基に学内協議を
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（２）財務内容の改善

① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

大学の活性化と財政健全化を考えると，外部資金あるいは自己収入等の確保はきわめて重要となる。そのため，教職員の意識改革を進めるとともに，外部資金導入にイン中
センティブ制度を設けるなどして資金獲得を拡大する。また，大学支援組織からの寄附の受け入れ体制も整備する。期

目
標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【１７】科学研究費補助金，受 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

託研究，奨学寄附金等外部資金 外部資金（科学研究費補助金，共同研究・受託 ～21年度は継続して推進する。
増加に関する具体的方策 研究・奨学寄附金）受入促進のため，地域連携・

外部資金の増大を促進するた 研究戦略室が中心となって，本学の研究内容を冊
め，研究内容の公開，リエゾン 子等を作って発信しているが，併せてホームペー
機能の拡大，広報等の充実に努 ジに研究者総覧を掲載するなど広報活動に努めて
め，中期計画期間中に10％程度 いる。また，札幌及び東京オフィスを開設し，コ
の増額を目指す。また，平成16 ーディネーター等による広報も実施している。さ
年度より，外部資金導入に積極 らに，学長・理事が札幌を中心に企業，北海道経
的な研究者に研究スペースある 済産業局，新エネルギー・産業技術総合開発機構
いは研究支援等の面で優遇する （NEDO ，科学技術振興機構（JST）等で本学の研）
制度を設ける。さらに，本学の 究活動について説明を行っている。その結果，外
特色ある研究等について，学長 部資金については中期目標期間中の数値目標であ
を始めとした役員会が中心とな る10％増額を大きくクリアした。
って企業訪問などの活動を積極 施設等の有効活用に関しては，規則を制定する
的に行う。また，平成18年度ま とともに，総合研究棟内に共同利用スペースを設
でに，市民，同窓会などを中心 け，外部資金導入実績，研究業績が優れている教
とした大学支援組織の設立を計 員に貸与している。また，外部資金導入に実績を
画する。 有する研究者に対しては，教員評価制度により研

究経費，ポスドク雇用者配置等の優遇措置がとら
れている。

本学の後援会組織としては，法人化前から学生
の父母が中心となった学生後援会があるが，北見
市，北見商工会議所，同窓会が中心となり，平成
17年11月には，北見工業大学後援会「KITげんき
会」が設立された。会員の拡大に向け，毎年度，
本学役員等が企業等を積極的に訪問するととも
に，会員向け優遇制度を設けている。

（平成19年度の実施状況）

【１７－１】 【１７－１】Ⅲ Ⅲ

外部資金導入に積極的な研究者に，研 共同利用スペースを設け，平成19年度は４人の
究スペースあるいは研究支援等の面で優 教員に期限付きで貸与した。また，ポスドクなど
遇する制度等を活用し，外部資金の増額 による研究支援体制を充実した結果，外部資金全
を目指す体制を強化する。 体では，平成16年度(257,045千円)と比し平成19

年度(428,601千円)は既に67％増となっており，
中期目標期間中の数値目標を大きくクリアでき
た。
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【１７－２】 【１７－２】Ⅲ

本学の特色ある研究等の予算をさらに 学長，役員が中心となり後援会への協力要請と
， ，獲得するため，学長を始めとした役員が 併せて共同研究及び奨学寄附金獲得のため 企業

中心となって企業等の訪問活動等を継続 官公庁等への訪問活動を行った。
的に行う。

【１７－３】 【１７－３】Ⅲ

市民・同窓会などを中心とした大学支 学長を始めとした役員が中心となって，就職先
援組織（KITげんき会）を18年度実績を踏 の官公庁・企業等を訪問の際，後援会への協力要
まえ，さらに拡充する。 請を併せて行っている。また，本学職員OBへの協

，「 」力要請なども積極的に行った結果 KITげんき会
会員は平成18年度の550人から600人程度に増加し
た。

【１７－４】
外部資金の導入に関しては，申込み手 【１７－４】Ⅲ

続き等の簡素化を図るとともに，その内 外部資金にかかる手続き・規程・契約書・申込
容をホームページでも公開し利便性の向 様式のHP掲載は既に実施済みである。
上をさらに図る。

【１７－５】
外部資金のオーバーヘッドを教育研究 【１７－５】Ⅲ

の活性化・大学運営の充実に活用する制 平成18年度から外部資金のオーバーヘッド拠出
度を継続する。 率を見直し，教育研究の活性化・大学運営の充実

等に活用している。

【１８】収入を伴う事業の実施 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

に関する具体的方策 公開講座は，毎回受講者にアンケート調査を行 ～21年度は継続して推進する。
地域社会や市民等のニーズに い，要望の多いものを中心に開催している。特に

即した公開講座の実施，夏期休 好評なものとしては，パソコン教室があるが，こ
暇を利用した社会人ブラッシュ れらの事業は地域貢献・大学広報と位置づけ，受
アップ講座を始め，学会の開催 講料は無料または教材費程度で実施している。
誘致等を組織的に実施する。 平成16～18年度は15件の学会等の開催を支援

し，自己収入増加のための一助としている。

（平成19年度の実施状況）

【１８－１】 【１８－１】Ⅲ Ⅲ

公開講座，社会人ブラッシュアップ講 平成19年度においては３件の学会開催を支援し
座をはじめ，各種学会の開催などを今後 た。公開講座は，地域貢献の観点から受講料は徴
も支援する。 収せず，３講座を開講し，延べ89人が受講した。

ウェイト小計
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（２）財務内容の改善

② 経費の抑制に関する目標

「行政改革の重要方針」(平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，人事配置の適正化などを進め，人件費削減の取組を行う。中
また，今後の教育研究の高度化・活性化を考慮しつつ，各種業務の合理化，効率的な施設運営を進め，管理的経費を節減する。期

目
標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【１９】総人件費改革に関する 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

具体的方策 毎年提案される３か年の教員人事計画及び事務 ～21年度は継続して推進する。
総人件費改革の実行計画を踏 職員の人事に関する基本計画に基づき，採用時期

まえ,平成21年度までに概ね４％ の変更，採用留保，事務組織の再編・統合及び業
， ，の人件費の削減を図る。 務改善を行い 目標の人件費削減を適切に実施し

平成18年度末で5.18％削減できた。

（平成19年度の実施状況）

【１９－１】 【１９－１】Ⅲ Ⅲ

総人件費削減の中期計画を踏まえ，１ ３か年の教員人事計画及び事務職員の人事に関
％程度の人件費削減を図る。 する基本計画に基づき，採用時期の変更，採用留

保を行い，目標の人件費削減を行った結果，平成
19年度末で5.5％の削減となった。

【２０】管理的経費の抑制に関 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

する具体的方策 平成17年度に管理的経費節減計画を策定し，教 ～21年度は継続して推進する。
学内の環境整備については， 職員・学生に対し経費抑制を啓発する等経費節減

学生，教職員の意識改革を促し に努めるとともに，節減計画の推進状況等のフォ
ながら全学的な経費節減計画を ローアップを実施している。
平成17年度までに策定し，清掃 大学所有車両については，老朽車両の更新を停
業務などの委託費用の節減に努 止し所有車両の削減を進めるほか，運転手以外の
める。また，大学所有の車両に 職員による運転の実施等，経費の節減を図ってい
ついては，業務の適切な遂行の る。
観点等を踏まえ，平成16年度よ

（平成19年度の実施状況）り必要に応じて運転業務を外部
に委託するなど節減に努める。 【２０－１】 【２０－１】Ⅲ Ⅲ

経費節減計画のフォローアップを定期 電気使用量等の推移を踏まえ，必要に応じ全学
的に実施し，必要に応じ，教職員・学生 的な啓発，注意喚起等を実施している。
に対して経費抑制の啓発や節減計画の見
直しを行い，節減努力を継続する。

【２１】省エネルギーによる経 電気使用量と同様，水やガスをリアルタ（平成16～18年度の実施状況概略）

費削減に関する具体的方策 平成16年以降，施設課職員が夏季及び冬季に省 イムに公表するシステムを活用し，省エ
研究設備・施設の充実に伴い エネポスターを作成し，啓発を行うとともに，省 ネ意識の高揚を図る。，

光熱水料などの経常経費が増大 エネパトロールを実施して，無駄なエネルギーの
しているが，平成16年度より， 削減に努めた結果，平成16年度に比べ，平成18年
広報活動と合わせて定期的なパ 度は電気・ガス・重油によるエネルギー使用量４
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トロールを実施するなどにより ％，水道使用量７％程度の節減になっている。ま
削減に努め，これらの資金を教 た，平成18年度にはエネルギー使用を全学的に統
育研究費などに振り向ける。 括する計量システムを導入し，各学科の電気使用

なお，光熱水料は設備の更新 量のデータを集積している。
によって節減が可能になること

（平成19年度の実施状況）から，平成20年度までにエネル
ギー使用を全学的に統括するシ 【２１－１】 【２１－１】Ⅲ Ⅲ

ステムを検討する。 光熱水料等は，エネルギー管理標準に ８月にエネルギー管理標準に基づき，夏季省エ
基づき，広報活動と合わせて定期的な省 ネパトロールを実施し，その結果の分析を行うと
エネパトロールを実施するとともに，エ ともに，１月中旬実施の冬季省エネパトロールで
ネルギー使用量（電気，水，ガス）をリ は，夏季省エネパトロール結果を活用し，冷蔵庫
アルタイムに公表するシステムを導入す ・冷凍庫の製造年など，より細やかな調査を実施
る。 した。

４月よりエネルギー使用量をリアルタイムに公
表するシステムを導入しており，今後蓄積した各
学科の電気使用量のデータを分析し，省エネのた
めのインセンティブが働く仕組みを検討する予定
である。

ウェイト小計
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（２）財務内容の改善

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

体育施設，講堂，講義室，図書館，研究センター，及び研修所などは，効果的に教育研究等の利用に供するとともに，地域社会等にも積極的に開放し貢献することに努め中
る。期

また，運営費交付金，外部資金等を効果的に教育研究等に資するとともに，これらの資金等の適切な管理に努める。目
標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【２２】資産の効率的・効果的 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

運用を図るための具体的方策 体育施設及び講堂については，その利用促進を ～21年度は継続して推進する。
本学の体育施設，講堂につい 図るため，一般市民への利用情報をホームページ

ては従来から一般利用も進めて 上に掲載するとともに，屈斜路研修所の利用率向
いるが，ホームページあるいは 上を図るため，パンフレットを道内国公私立大学
市の広報誌などを活用してその 及び近隣小・中・高等学校等に配布した。また，
利用状況を公開し，一層利用し 北見工業大学後援会（KITげんき会）向けには，
やすくするように改める また 優遇使用料金を併記するなど施設の利用促進及び。 ，
屈斜路研修所は立地条件の恵ま 拡大を図った。
れたところに位置しており，平 高度機器等の外部者の利用については，物品管
成19年度までに老朽化した施設 理規則等において外部者の利用を可能とするほ
の整備の検討を進め，外部に対 か，北見工業大学後援会（KITげんき会）会員の
しても宣伝を行うなどして，一 高度機器等の使用料を無償とする等，外部者利用
層の教育研究等の利用に供する 拡大の方策を検討し，実施している。。
また，教育研究施設及び高度機 外部資金等の資金管理については，財務状況等
器等についても外部者利用規程 も勘案し，主たる預金金融機関を決定したほか，
を整備し，利用の拡大を図る。 資金の流動見込等に基づき，国債購入や大口定期

外部資金などは，平成16年度 を組む等により長期及び短期の運用を実施し，健
より適切な運用のために主たる 全で且つ効率的な運用に努めている。
取扱金融機関を決め，健全で且

（平成19年度の実施状況）つ効率的な運用を図る。
【２２－１】 【２２－１】Ⅲ Ⅲ

外部資金等については，適正かつ効率 資金の流動見込等に基づき，長期運用と短期運
的な運用を継続して行う。 用を実施している。

【２２－２】 【２２－２】Ⅲ

体育施設，講堂については，ホームペ 体育施設，講堂については，大学後援会等及び
ージあるいは，市の広報誌などを活用し 一般利用の促進を図るため，ホームページ上に利

， ，てその利用状況を公開し大学後援会等及 用料金等をわかり易く表示し 講義室についても
び一般利用の促進，利用拡大に努める。 各室の配置図及び写真を添付した。
また，屈斜路研修所については，経営的 今後，ホームページには講義室等の利用状況を
観点から大学後援会等及び一般利用の促 公表するとともに，市民に配布している広報誌な
進，利用拡大を実現するための施設の整 どを活用して，利用案内を掲載し，より一層の利
備計画を策定する。 用拡大を図る。また，屈斜路研修所については，

利用者拡大を実現するため，経営的な観点から施
設の整備計画を策定し，平成20年度施設整備費概
算要求書として文部科学省に提出した。
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【２２－３】 【２２－３】Ⅲ

教育研究施設及び高度機器等について 外部利用の推進のため，本学ホームページに，
学外者使用要項に基づく外部利用の推進 学外者使用の概要や申込方法等の基本情報を掲載
に努める。 した。

ウェイト小計
ウェイト総計
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北見工業大学

（２）財務内容の改善に関する特記事項等

２）人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画１ 特記事項
大学経費の中で大きな比率を占める人件費については，教員の場合，人事３か年計「平成16～18事業年度」

重点研究分野を４部門設定し，14の研究推進センターが活動を開始した結果，科学 画の中で学長裁量定員を設定したり，退職者の補充採用分野を決めるほか，補充時期
研究費補助金，受託研究費など外部資金が大幅に増大した。 などを変更することで，人件費削減にも取り組んでいる。

地域と連携して本学後援会「KITげんき会」が設置された。また，父母の理解で学生 事務組織については「現中期目標期間における事務系職員の配置数等に係る基本方
後援会も設置され，これらの寄付金が拡大している。 針」に従い，年次計画的に削減しているが，平成16年度～平成18年度に行った事務組

教員は学長裁量定員枠での人件費削減，事務職員については法人移行時に中期目標 織の見直しの結果，４人の削減を図った。これらの結果 「行政改革の重要方針」に従，
期間中の人件費削減計画を策定し適切に実施している。 った５か年５％の人件費削減計画は早期に実現できた。

事務部門のワーキンググループの取組で，光熱水費節減，旅費契約の見直し等の各
「平成19事業年度」種経費節減計画を策定し，適切に実施している。
１）財務内容の改善・充実

外部資金の獲得に対する積極的な取り組みの結果，平成19年度はこれまで最高の金「平成19事業年度」
科学研究補助金の獲得に向け，パワーアップセミナーの実施，申請書の書き方，組 額となり，法人移行時に目標とした中期目標期間の数値目標10％増を達成した。

織的な取組の必要性などを啓発した。 ２）人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画
事務組織の見直しなどにより効率的な人事配置を行い，平成19年度も0.34％の人件

費節減が実現できた。これによって，平成17年度の基準人件費に比べ5.5％の節減にな２ 共通事項に係る取組状況
っている。「平成16～18事業年度」

１）財務内容の改善・充実
a) 自己収入の増大，経費削減

重点研究分野を4部門設定し，さらに，重点部門の下に14の研究推進センターを置い
ているが，これらのセンターが中心となって科学研究費の基盤研究Aクラスの申請を推
進した結果，平成16年度～18年度までに15件の申請があり３件が採択された。

， 。受託研究では 平成18年度に工農連携に関した科学振興調整費が初めて採択された
， 「 」 ，また JSTが新たに公募している シーズ発掘試験 に学内から50件以上の応募があり

， 。 ， ，平成17年 18年でそれぞれ10件採択されている また 共同研究も毎年増大しており
年100件に近づき，総額も増大している。

平成８年度に本学学生の父母によって設立された学生後援会からの寄付金は，学生
の課外活動，就職支援活動などに活用されている。また，平成17年度からは地域の企
， ， 「 」 。業 市民 本学同窓会が連携して大学を支援する後援会 KITげんき会 が設立された

ここでの寄付金は，主として大学院生の経済的支援，学生海外研修支援，広報活動の
拡大に活用されている。

平成18年度から大学院生の授業料免除制度を実施しているが，これによる大学収入
の減少を補填するため，獲得した外部資金の10％程度を大学活性化経費として徴収す
る制度を運用している。この資金と間接経費による収入で，大学活性化経 費は大き
く増大し，種々の活動に活用されている。

大学共通の運営経費節減については，事務部門が中心となったタスクフォースが提
言をまとめ学内に発信するとともに，種々の提案を実行に移している。特に大きな支
出となる光熱水費については，節減のための広報活動に併せ，パトロールを強化して
改善指導も行っている。

光熱水費の節減は環境保全の点からも取組が必要であり，ISO14001取得時には数値
目標を設定して節減に努めている。

契約方法の見直し等による支出削減でも，外部委託業務の複数年契約あるいは航空
券の一括契約などで経費の節減を図っている。

ｂ）財務情報に基づく分析
財務諸表の内，人件費，教育研究費，外部資金の獲得，剰余金などについては，類

型他大学と対比するなどして学内にも周知し，強化すべき点として外部資金の獲得額
などを挙げ，戦略的に取り組んでいる。

経費節減の取組の一環として，支出費用の大きい項目などを全学説明会などで明ら
かにし，削減方針を明確にしている。
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（３）自己点検・評価及び情報提供

① 評価の充実に関する目標

教育研究等の自己点検評価体制を確立するとともに，大学評価・学位授与機構の評価結果などに基づき，教育研究あるいは業務の改善を進め大学の活性化を図る。中
期
目
標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【２３】自己点検・評価の改善 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

に関する具体的方策 平成16年に制定した「北見工業大学における教 ～21年度は継続して推進する。
平成16年度より，教員個人の 員評価制度」に基づいて教員個人情報のデータベ

教育研究の自己評価を毎年度実 ースを構築し，このデータの評価を大学評価委員
施し，評価方法の改善などを推 会で行い，評価結果を勤勉手当及び研究費の配分
進する。また，大学全体を対象 に活用している。また，評価結果の分析を行い，
とした自己点検評価の一層の厳 学内ホームページ上で周知し，問題点の共有化と
格性・公平性を期すため，評価 評価方法の改善を図った。その結果として外部資
結果を公表するとともに，社会 金受入実績が法人化前と比較して増加する等，教
からの意見，要望等を取り入れ 育研究活動等の活性化につながっている。また，
るシステムを平成18年度までに ホームページ上に意見箱の設置及び評価結果の公
構築する。 表などを行い，社会からの意見，要望等も反映で

きるシステムが構築されている。

（平成19年度の実施状況）

【２３－１】 【２３－１】Ⅲ Ⅲ

全職員の評価制度を充実し，国立大学 教員評価については，教育研究活動のより一層
法人評価に備えるとともに，評価結果を の活性化を図るために大学評価委員会にて制度の
給与や教育研究費の配分に反映させる制 点検を行い，助教の評価方法について制度の改善
度の充実を図る。 を行った。

事務職員評価については，より適切な評価を行
い職員の資質を高めるため，WGを組織して評価に
対する認識を高めるとともに，制度改善の検討を
行った。

【２３－２】 【２３－２】Ⅲ

大学全体を対象とした自己点検評価シ 学内構成員はもとより社会からの意見，要望等
ステムの一層の厳格性・公平性を期し， も反映するためホームページ上に意見箱を設置し
自己改善に資するため，評価結果を公表 ている。また，上半期には，主に大学の教育面，
するとともに，学内構成員はもとより社 管理運営面に関する外部評価結果をホームページ
会からの意見，要望等も反映できるシス 上で公表している。さらに，下半期には研究及び
テムを継続する。 社会貢献面の外部評価も実施し，その評価結果も

公表している。

【２４】評価結果を大学運営の 平成17・18年度の国立大学法人評価委員会の実 今後は次期中期目標・中期計画に反映さ
改善に活用するための具体的方 績報告書に対する評価結果は 全項目について 順 せるための検討も行う。， 「
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策 調に進んでいる」以上の評価となっており，大き
評価結果を大学運営に反映さ な改善指導項目はなかった。

せるため 役員会 経営協議会 したがって，従来計画をさらに推進することと， ， ，
教育研究評議会は各々が評価結 し，組織の見直し，外部評価の実施に力点を置い
果に対する点検を行い，2～3年 た。即ち，認証評価・法人評価の実施に向けて，
ごとに改善指示が出せるよう制 全学的な自己点検・評価と外部評価を行い，改善

。度化する。 点を明確にした

（平成19年度の実施状況）

【２４－１】 【２４－１】Ⅲ

役員会，経営協議会，教育研究評議会 外部評価結果で指摘，提言のあった事項につい
は，自己評価及び外部評価の結果の点検 ては，各種委員会で検討を行っている。特に，外
・分析を基に，具体的な改善計画と戦略 部評価委員から指摘のあった14研究推進センター
目標を立案するシステムの制度化を目指 の見直しについては役員会において検討すること
す。 とした。

ウェイト小計
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（３）自己点検・評価及び情報提供

② 情報公開等の推進に関する目標

教育研究活動に関する情報を広く公開し，受験生の確保，生涯学習の推進，企業等との研究協力体制の活性化を図る。また，北見工業大学の情報発信の一元化を進め，対中
象者に応じた的確かつ適時性のある広報システムを確立する。期

目
標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【２５】大学情報の積極的な公 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

開・提供及び広報に関する具体 平成16年度から設けられた副学長（広報担当） ～21年度は継続して推進する。
的方策 の下で，地域への情報発信も考慮した大学広報の

これまでの大学広報は，受験 一元化と拡充に努めた。
生の確保，共同研究の推進など 具体的には，学報のペーパレス化，広報誌の発
大学側の要望が中心となってい 行（年２回 ，女満別空港へ看板広告設置，地域）
たが 今後は 本学の管理運営 住民を対象とする「キャンパス公開ツアー」の実， ， ，
知的財産の公開，教育研究支援 施（毎年 ，大学ホームページ専門委員会設置に）
などの情報公開が必要になる。 よるホームページの充実等であるが，特に，本学
この重要な広報業務を効率良く 広報誌の配布先を市役所，病院，銀行，郵便局な
効果的に実施するため，平成16 どにも拡大し，評価を得ている。
年度より広報担当の副学長を置 また，第三者評価機関による評価を受ける機会
き，自治体広報誌，マスメディ を設け，国立大学としては珍しい法人格付評価あ
アの活用を図るなどしながら， るいはISO14001の認証取得などを通して情報公開
大学情報の一元化と充実を図る に努めている。。

（平成19年度の実施状況）

【２５－１】 【２５－１】Ⅲ Ⅲ

広報担当の副学長の下で，自治体広報 広報委員会の下に，大学ホームページ専門委員
誌，マスメディアの活用を図る等，大学 会を新たに設置し，ホームページを活用した大学
情報の充実と一元化を促進する。また， 情報の一元化及び効果的な広報を実施できる業務
各種ある大学の広報媒体を見直し，より 体制を整備した。
効果的な広報のあり方を検討するととも また，年２回発行する広報誌を，包括連携協定
に，広報業務体制の整備・充実を図る。 先である信用金庫各支店に配布するなど，地域住

民に対する積極的な広報活動に努めた。
， ，なお 北海道新聞社と地域活性化を目的として

「提携・協力に関する基本合意書 （平成19年11」
月15日付け）を取り交わした。この合意に基づく

， 。プロジェクト実施に向け 運営協議会を設置した

ウェイト小計
ウェイト総計
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北見工業大学

（３）自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項等

１ 特記事項
「平成16～18事業年度」

自己点検評価の一環として法人格付評価を受け 「AA」の評価を得た。また，環境保，
全への取組としてISO14001認証取得の内容を公開している。

情報公開を拡大するとともに，ホームページに学長ブログ，大学への意見箱を設け
て，色々な層からの意見を基に大学改善に取り組んでいる。

「平成19事業年度」
本学の教員評価制度の結果及び教育に対する外部評価の結果を公表するなど，本学

の現状を積極的に公開している。

２ 共通事項に係る取組状況
「平成16～18事業年度」
１）情報公開の促進

社会に対する情報発信は，広報誌，報道機関あるいは本学ホームページを活用して
実施している。

大学の中期計画に対する進捗状況は，業務の実績に関する報告書として大学法人評
価委員会において公表され，その概略は新聞報道等でも取り上げられおり，本学の取
組の概要について周知を図っている。また，本学のホームページにも掲載している。

財務諸表あるいは給与体系などは，ホームページで公開しているが，文部科学省も
全国立大学について公表しており，比較が可能になっている。

， ，本学ホームページには教育研究 大学運営に関するほとんどの事項を公開しており
また，情報公開制度も整備されている。

平成18年度は，日本格付研究所による格付け評価を実施し，財務面などの取組につ
いて「AA」の評価を得たが，これらの内容についても公開している。

「平成19事業年度」
１）情報公開の促進

北海道新聞と包括協定を結び，本学の情報発信を積極的に実施している。
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北見工業大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（４）その他の業務運営に関する重要事項

① 施設設備の整備・活用に関する目標

大学の活性化・個性化・高度化を推進するため，重点的かつ計画的に施設・設備の更新あるいは整備を行い，国際水準を満たす教育研究環境の構築を目指す。中
期
目
標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【２６】施設等の整備に関する 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

具体的方策 平成16年度にキャンパスマスタープランを策定 ～21年度は継続して推進する。
学内施設で老朽化が著しい1号 するとともに，安全安心な教育研究環境を確保す

館，体育館，学科棟の改修計画 るため 既存施設の再生整備を実施している Ｈ， 。（
に併せ，平成16年度中に長期学 16補正：１号館校舎改修，Ｈ17補正：１号館改修
内施設整備計画を策定して，総 ・図書館一部改修，Ｈ18当初：基幹環境整備，平
合情報処理センターの設置，図 成18補正：講義棟改修）
書館の増築，メディア教育セン この結果，学習環境の整備，バリアフリー等キ
ターの設置あるいはキャンパス ャンパスアメニティーの格段の向上が実現でき
アメニティの向上などによる教 た。
育研究環境の改善を検討する。

（平成19年度の実施状況）この場合，概算要求を行うもの
の他，PFI方式などでの実施を含 【２６－１】 【２６－１】Ⅲ Ⅲ

め検討する。 長期学内施設整備計画に基づき図書館 平成19年度は図書館及び第一講義棟改修及び構
・講義棟等の改修及びバリアフリー対策 内バリアフリー計画に基づき，構内バリアフリー
を実施し，安全安心かつキャンパスアメ 対策工事を実施した。また，平成19年度補正予算
ニティの向上などの，教育研究環境の継 において （工）校舎改修工事及びバリアフリー，
続的改善を図る。 対策費が内示され，その再生整備に関する実施計

画を立案中である。

【２７】施設等の有効活用及び 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

維持管理に関する具体的方策 平成16年度に施設環境委員会を設置し，施設の ～21年度は継続して推進する。
教育研究施設の有効活用等は 利用実態調査を実施した。平成18年度には施設等，

これまで施設専門委員会で検討 の有効活用に関する点検・評価実施要項を制定
してきたが 平成16年度からは し，関連部局等の協力を得て，原則年１回，施設， ，
施設マネジメントを推進するた 利用実態調査を実施し，教育研究活動の活性化に
め施設環境委員会を設置し，定 資するよう，全学的な視点から利用計画並びに諸
期的な利用実態調査を行い，実 室の配分を見直すこととした。
績や有効性に応じたスペース配 老朽化が著しい施設については，平成17，18年
分となるよう見直しを行う。施 度に施設の維持管理の状況を把握するため，建築
設の維持管理は，大学の行う教 の部位別パトロールを実施し，その老朽状況の調
育研究活動が効果的に推進され 査を行った。また，平成13年以降の建物修繕経歴
ることを前提に，安全・衛生面 をデータベース化する作業を開始した。
から進めるが，平成17年度には 安全管理面の調査については，産業医及び衛生
調査のための定期パトロールを 管理者が定期的に安全衛生パトロールを実施し，
実施する。 不適切事項についての早期発見・改善に努めた。
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（平成19年度の実施状況）

【２７－１】 【２７－１】Ⅲ Ⅲ

教育研究施設の有効活用等は，施設等 施設等の有効活用に関する規則に基づき，11月
の有効活用に関する規則に基づき，施設 中にWeb上で施設利用実態調査を実施しており，
マネジメントを推進する施設環境委員会 今後，１月中旬実施の冬季省エネパトロール時に
において，定期的な利用実態調査を継続 あわせて施設の有効活用に関する調査を実施し，
し，実績や有効性に応じたスペース配分 その点検・評価結果を施設環境委員会に報告する
となる審査制度を強化，継続する。 とともに学内に公表する予定である。

【２７－２】 【２７－２】Ⅲ

施設の維持管理状況を把握し，計画的 施設の維持管理状況の把握については，既存施
な維持保全の実施を図るとともに，安全 設のデータ収集・データ入力を行い，計画的な維
・衛生面については，定期的にパトロー 持保全が可能な体制を構築する予定である。
ルを実施し，問題箇所の早期発見・改善 安全衛生面については，産業医・衛生管理者に
に努める体制を強化する。 よる巡視を強化し，無事故・無災害の達成に努め

た。また，作業環境測定を実施し，実験室におけ
る安全衛生環境の確保に努めた。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（４）その他の業務運営に関する重要事項

安全管理に関する目標②

教職員，学生等の教育研究活動時の安全教育を進め，学内の防災・安全管理体制を確立する。また 「自然と調和するテクノロジーの発展を目指す大学」に相応しい学内中 ，
環境整備のための活動を進める。期

目
標

進捗 ウェイト判断理由（計画の実施状況等）状況
中 年 中 年中期計画 平成19年度計画

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
期 度 期 度

【２８】労働安全衛生法等を踏 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

まえた安全管理・事故防止に関 「北見工業大学危機管理規則」の制定及び「危 ～21年度は継続して推進する。
する具体的方策 機管理ガイドライン」を作成した。また，緊急時

毎年度，学内施設の防災・交 連絡体制を明記したポスターを作成し，構内の随
通安全などの啓発・実地訓練な 所に掲示して緊急時の体制を整えた。
どは実施しているが，一層の啓 防災訓練については学内の消防訓練，学生寮の

。 ， ，発活動を定期的に実施する。な 消防訓練を実施した また 交通安全については
お，実験・研究施設の安全衛生 交通安全講習会，夏期冬道安全運転講習を実施し
面についても定期検査を実施し た。これら，防災･交通安全については，ポスタ，
問題箇所の早期改善を図る体制 ー等の掲示をすることにより啓発活動を展開し
を作る。 た。

安全管理面については，産業医及び衛生管理者
が定期的に安全衛生パトロールを実施し，問題点
の早期発見・改善に努めた。

（平成19年度の実施状況）Ⅲ
【２８－１】 【２８－１】Ⅲ

学内施設の防災・交通安全などの啓発 構内駐輪対策の検討，消防訓練等の実施計画の
・実地訓練及び教育等は新たに設置した 立案を行っている。また，本学が賛助会員となっ
環境安全センターを中心として，危機管 ている中央労働災害防止協会から郵送されたポス

， 。理規則等に基づき，一層の実施強化と， ター等の掲示により 教職員に啓発を行っている
その啓発活動を定期的に実施する体制を
継続する。

【２９】学生等の安全確保等に 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

関する具体的方策 毎年度４月当初のガイダンスにおいて安全マニ ～21年度は継続して推進する。
教育研究活動における学生の ュアルを用いた実験・実習に関する安全教育を行

安全確保のため，毎年度，実験 っている。また，各学科共通の科目として「安全
・実習の開始時に安全教育を実 工学概論」を設け，工学全般にわたる事故防止や
施し，シラバスにも記載する。 安全確保の教育を実施している。
また，卒論・修論などで劇物， 劇物，毒物は，研究室単位での指導管理体制を

， ，毒物等を扱うことも多いので， 継続しながら 適切な薬品管理のあり方について
研究室単位での指導管理体制を 薬品管理システムの導入を含めた検討を行った。
見直す。

（平成19年度の実施状況）

【２９－１】 【２９－１】Ⅲ Ⅲ

学生の安全確保のため，毎年度，実験 ４月当初のガイダンスにおいて安全マニュアル
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・実習の開始時に安全マニュアルを基に を用いた実験・実習に関する安全教育を行うとと
安全教育を継続して実施する。 もに，各学科共通の科目として「安全工学概論」

を設け，工学全般にわたる事故防止や安全確保の
教育を継続して実施している。また，学生を対象
とした交通安全講習会を年５回実施した。平成19
年度から 学生を対象に 自動体外式除細動器 A， ， （
ED）の使用を含めた普通救命講習を実施し，今年
度は109人が受講（修了）した。

【２９－２】 【２９－２】Ⅲ

劇物，毒物を扱う研究室については， 薬品管理システムについては，本学独自のもの
危機管理規則，危機管理ガイドラインに を開発し，平成19年度は特定学科の研究室におい
基づき，研究室単位の指導管理体制を構 て，動作チェックを含めた運用を行った。
築し，さらに，薬品管理システムの導入 劇物，毒物の管理体制については，薬品管理シ
を検討する。 ステムを活用し，実験室及び研究室に薬品管理責

任者を選任し，その責任者の指示の下，定期的に
実験室内の点検及び化学物質等の整理整頓を開始
した。

【３０】学内環境保全のための 平成19年度までに実施しており，平成20（平成16～18年度の実施状況概略）

具体的方策 施設環境委員会の下にISO140001取得専門委員 ～21年度は継続して推進する。
学生・教職員への啓発活動を 会を設置し，環境マネジメント体制を構築すると

強め，平成18年度までにマネジ ともに，内部監査員及び環境保全学生委員会の協
メント体制を構築し，ISO14001 力を得て，平成19年３月にISO14001の認証を取得
の取得を目指す。 した。

（平成19年度の実施状況）

【３０－１】 【３０－１】Ⅲ Ⅲ

構築された 環境マネジメン 財団法人日本規格協会による環境マネジメントISO14001
トシステムの継続的運用を図る。 システム第１回定期維持審査を９月に受検した。

今後，環境マネジメントマニュアルの見直し及び
環境報告書の編集準備を行う。

ウェイト小計
ウェイト総計
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（４）その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項

１ 特記事項
「平成16～18事業年度」 「平成19事業年度」

平成16年度にキャンパスマスタープランを制定し，計画的に施設整備を実施してい １）施設マネジメント
る。平成16～18年度には耐震改修あるいはアスベスト対策などを含めた改修が進み， 平成19年度は，図書館を核とする知の拠点構想が認められ，図書館の改修等が行わ
教育研究環境，学習支援環境が大きく改善した。 れ，学習環境，コミュニケーション環境が整備された。

， 。施設環境委員会が中心となって労働安全衛生法に対応したパトロールなどを定期的 本学の有する高度機器の仕様などをホームページに公開し 利用を呼びかけている
に実施し，適切に改善などに取り組んでいる。 施設の有効利用と適切な整備を目指し，スペースチャージ制度の導入を決定した。

ISO14001認証取得については，学生，教職員が一体となって取り組み，平成18年度 設備マスタープラン（暫定版）の改正を行い，概算要求を行った。
に取得した。

危機管理の一環として顧問弁護士を置き，ハラスメント問題などに適切に対応して ２）危機管理への対応
いる。 施設の維持管理に対して全学的に取り組む組織として理事をセンター長とした環境

安全センターを設置した。
個人情報管理監査を実施。また，個人情報持ち出しに対する申合せを策定した。「平成19事業年度」

ISO14001認証の維持と推進のために学生のボランティア組織「KITeco」が活動して 危機管理に関する講演会の開催，セミナーへの参加など積極的に対応している。
いる。また，教職員の協働組織である環境安全センターが設立されISO14001認証継続
に対応した活動で成果を挙げている。

， 。大学独自の薬品管理システムを技術部職員が中心となって構築し 運用を開始した
はしか発生に対し，聞き取り調査，ワクチン接種など適切な措置を実施，休校措置

をしないで拡大を防止した。

２ 共通事項に係る取組状況
「平成16～18事業年度」
１）施設マネジメント

施設マネジメントについては事後処理から事前整備を前提に，国から配分される施
設整備費の他に，一定の運営費交付金を配分して，施設の維持・改善に努めている。
この予算の配分方針は，学長・担当理事と施設部門が協議して決定するが，３か年程
度の実施すべき事項について計画を立て，法令に対処する事項，耐震補強など緊急度
を要する事項，教育研究環境の改善に資する事項等に分類して整備を実施している。

本学の施設整備の長期ビジョンはキャンパスマスタープランとして制定し，その実
現に向け，毎年度１，２項目を概算要求している。平成16年度～平成18年度は，耐震
強度・老朽施設の改修が認められ，9,000 程度が改修された。㎡

施設，設備の有効活用などについて，施設・設備共に学内施設の外部利用規程など
について整備した。特に本学の後援会KITげんき会会員には料金優遇措置を設けて有効
活用に取り組んでいる。また，学内でも共通実験室を拡大するなどして重点研究分野
あるいは競争的資金を導入している教員が優先的に利用できるようにしている。

省エネルギー，省資源についてはISO14001の環境方針として数値目標を設定して取
組み，成果を挙げている。

２）危機管理への対応
大学の危機管理は，災害，情報管理，コンプライアンス，ハラスメント，事故など

範囲が広い。これら各々に規程を制定しているが，全体を統括する危機管理規定を制
定し，学内の意識改革に努めている。

法的な対応のため平成18年度からは顧問弁護士契約を行い，適切に対処できるよう
体制を整備した。

， ， ，研究費の不正使用については 内部監査制度の充実と合わせて 内部告発の制度化
不正時の処置に関する規程の整備を行った。
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各項目共通（５）

「平成16～18事業年度」
国立大学法人評価委員会の本学の平成16年度～18年度評価結果には，改善すべき指

摘事項はなく，計画をさらに発展させれば良いと判断している。ただし，ヒヤリング
の際に意見のあった危機管理の体制と啓発，及び施設・設備の有効活用に関する部分
については既に改善している。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（１）教育に関する目標

① 教育の成果に関する目標

○ 教養教育の成果に関する目標
教養教育は，設置基準にあるように「幅広く深い教養」と「豊かな人間性」を育むことはもちろんであるが，加えて発表力，文章力のような「学術リテラシー」も身に中

付けさせるとともに，国際観，倫理観等の人間力を高める教育を目指す。
○ 学士課程の教育の成果に関する目標期

学士課程の教育においては，工学専門分野の基礎学力を習得した上で，専門分野及びそれに密接に関連する応用課題についての体験学習を通じて，理解力，判断力，応
用力，問題解決力などを高める教育を行う。目

○ 大学院課程の教育の成果に関する目標
大学院教育においては 「科学技術創造立国日本」の担い手となれるよう，高度な専門性の涵養が求められる。そのため，学部教育の基礎の上に，より高度な専門的知標 ，

識や技術を教授するとともに，留学生・外国人研究者との交流も進め，総合的視野を背景として，国際性，企画力，指導力，創造性を兼ね備えた人材を養成する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【３１】教養教育の成果に関する 【３１－１】
， ，具体的目標の設定 学部・大学院を通して，外国語によるコ コミュニケーション語学力の向上のため TOEIC試験の受験料の一部を大学が補助するとともに

教養教育の重要性はますます増 ミュニケーション能力及び国際感覚を備え 共通講座教員の受験対策指導によって，受験者数が増大するなど，英語コミュニケーション能力向
大し，その中で特に，国際感覚を た学生の輩出を目指した教育を引き続き積 上への意識改革が図られている。
身に付けさせることが求められて 極的に行うとともに，18年度から実施して なお，平成18年度は264人の受験者であったが，平成19年度は314人に増加した。また，平成22年
おり，平成16年度までにCALL(Com いるTOEIC受験料の補助制度を活用し，受験 度以降の大学院博士前期課程の入学試験から，全専攻で英語の学力検査を課し，TOEICの成績を利
puter Assisted Language Learni 者の増大を図る。 用することが決定された。この目的は，大学院教育における英語力の重視と公平性のある選抜の実
ng)システムを導入して語学教育 施にあり，学部学生のTOEIC受験者の増大にも繋がることが期待される。
の充実を図る。また，学部・大学
院を通して，コミュニケーション 【３１－２】
語学力の向上を目指した継続的教 情報リテラシーは工学部学生にとって必 情報科学の基礎を工科系の教養として身につけさせるため 全学科において 情報科学概論 情， 「 」（
育を行うとともに，TOEIC等の英 須な素養であるので，卒業までにその能力 報システム工学科は「コンピュータリテラシー ）を継続して開講している。」
語検定試験によってその達成度を を備えた学生の輩出を目指した教育を引き
評価し，卒業等の要件に反映させ 続き行う。
る。また，情報リテラシーは工学
部学生にとって必須な素養である 【３１－３】

「 」 ， ，ので，卒業までにその能力を付加 ディベート力，発表力，文章力なども， 各学科とも 学術リテラシー 教育を充実するため 1年次より専門基礎的な導入科目を開講し
する教育を行う。加えて，平成16 成績評価の中に反映させるなど 「学術リテ 少人数構成で指導している。また，教養教育においてもゼミ形式の授業を拡大しており，１年次か，
年度より ディベート力 発表力 ラシー を高める教育をさらに充実させる らディベート力，発表力，文章力を高める科目が継続されている。， ， ， 」 。
文章力なども，成績評価の中に反
映させるなど，｢学術リテラシー｣ 【３１－４】
を高める教育を行う。 CALLシステムの活用を推進するとともに CALLシステムの活用を推進するため，電子掲示板や教員の呼びかけによる利用の促進を図るとと，

活用を促すための広報活動をさらに充実す もに 「学生のニーズ調査」を実施し，その結果を踏まえシステムの充実を図った結果，年間延べ，
る。 利用者数は平成18年度11,063人，平成19年度20,171人と毎年増大している。

【３２】学士課程における教育の 【３２－１】
成果に関する具体的目標の設定 工学教育の実践的場として 「ものづくり 「ものづくり」に対する興味を喚起し，創造力を育成するための科目として，機械システム工学，

学士課程の教育は，全学科とも センター」等を活用し，イベントなどへの 科では「創造基礎」を設け，その授業の実践的場として「ものづくりセンター」を活用している。
JABEE認定に対応した教育体制の 参加を継続し，積極的に推進する。 このセンターは「ロボコン 「ソーラーフェスティバル」等，各種イベント参加時の作業場として」
構築を進める。これによって，工 も利用されており成果を上げている。また，本学主催の小・中学生を対象とした「おもしろ科学実
学の基礎学力を保証し，国内外で 験」では，学生を参加させ子供たちを指導する立場から「ものづくり」のおもしろさを体験させて
活躍できる人材を輩出する また いる。。 ，
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平成16年度に「もの創り工房」を
設置し，これらを利用して工学教 【３２－２】
育を実践的に習得できる場を提供 全学科とも 認定に対応した教育 JABEE認定に対応した教育体制を構築するため，既に認定されている土木開発工学科に加え，平JABEE
するとともに，各種イベントなど 体制をさらに強化し，工学基礎学力の向上 成20年度は電気電子工学科が申請を行うなど，工学基礎学力の保証に努めている。
への参加を推進する。 を継続的に推進する。

【３３】大学院課程における教育 【３３－１】
の成果に関する具体的目標の設定 教育達成度の客観性を明示したシラバス シラバスに教育目標・教育内容・成績評価方法などを明記するとともに，平成19年度から教務委
教育達成度の客観性を明示した 等の充実を図った上で，学生の能力を多面 員会の下に大学院部会を設け，大学院教育の質の保証に向けて検討を行い，FD研修会を兼ねた中間

。 ， ，上で，学生の能力を多面的に評価 的に評価し，高度技術者に相応しい水準を 報告会を実施した また 包括連携協定を締結している物質・材料研究機構に大学院生を派遣し
し，高度技術者に相応しい水準を 保証できる教育体制を継続する。 本学の教員と客員教員である先方の研究員が共同で高度な研究指導を行い，英国への短期研究留
保証する。また，英語を使った授 学にも採用され派遣した。
業を拡大し，学生の英語力の向上
を図りながら，修了までにTOEIC 【３３－２】
等で自己目標値を達成させるとと 優秀な成績を収めた学生やボランティア 学業成績・人物ともに優れた大学院学生に対して奨学・奨励賞を授与しており，平成19年度は８
もに，平成17年度から優秀な成績 活動を積極的に行った学生の表彰を継続し 人を表彰した。また，ボランティア活動などで46人にミント賞を授与した。
を収めた学生の表彰制度を設け て行う。
る。

【３３－３】
全専攻において「英語コミュニケーションⅠ，Ⅱ」を必修科目とするとともに，平成20年度から英語を使った授業を拡大し，学生の英語

大学院在学中に最低１回はTOEICを受験させることとし，英語コミュニケーション能力の向上を目力の向上を図りながら，修了までにTOEIC等
指している。で自己目標を達成させるため，受験料の一

部を補助する制度の拡充を図る。

【３４】卒業後の進路等に関する 【３４－１】
具体的目標の設定 学部学生の卒業後の進路は専門性を生か 情報システム工学科では，専門的な資格試験を取得した場合の単位認定科目（実践工学Ⅰ・Ⅱ・

学部学生の卒業後の進路は専門 すことが重要となることから，専門的な資 Ⅲ）を設けており，平成19年度は実践工学Ⅰで11人，実践工学Ⅱで２人を また，実用英語では11，
性を活かすことが重要となること 格試験への挑戦を支援する体制を継続さら 人（うち実用英語Ⅱ２人）を単位認定した。
から，専門的な資格試験への挑戦 に充実する。 なお，電気電子工学科及び土木開発工学科では，資格取得に必要な科目や資格試験に関連性の深
を支援する。また，平成17年度か い科目を引き続き開講している。化学システム工学科では１名が環境計量士（濃度）の資格を認定
ら，望ましい職業観や倫理観，職 された。さらに，機械システム工学科において必修科目として開講している CAE は，日本機械「 」
業に対する知識・技能を涵養し， 学会計算力学技術者（２級 「公認CAE技術講習会」の科目としての認定資格を，全国３番目の大学）
自己の個性を理解した上で，主体 として取得した。
的に進路を選択できる能力・態度
を育成するためキャリア教育を充 【３４－２】

キャリア教育の充実のため開設している「総合工学Ⅰ」は，平成19年度４回開講し，毎回350人実する。 望ましい職業観や倫理観，職業に対する
程度の学生が聴講した。また，１，２年を対象に職業観や倫理観の育成のため，キャリア支援セミ知識技能を涵養し，自己の個性を理解した
ナーを３回実施し，635人の学生が出席した。上で，主体的に進路を選択できる能力・態

，度を育成するためのキャリア教育を継続し
拡充を図る。

【３５】教育の成果・効果の検証 【３５－１】
に関する具体的方策 卒業生・企業等の要望も定期的に調査し 卒業生，企業等の要望等を調査するためアンケートを実施するとともに，学科において実施して，

教育効果の検証は，学生による これらの結果を踏まえて，教育内容・カリ いる企業アンケートの検証も行い，これらの調査結果を踏まえ教育内容・カリキュラム編成の改善
授業評価として既に実施している キュラム編成を自己点検するとともに卒業 を図っている。
が，今後は，卒業生，企業等の要 生及び企業アンケートを実施し，常に改善
望も定期的に調査し，これらの結 の図れる体制の充実・強化を推進する。
果を踏まえて，教育内容・カリキ
ュラム編成を自己点検すること
で，常に改善の図れる体制を構築
する。
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北見工業大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（１）教育に関する目標

② 教育内容等に関する目標

ⅰ）学士課程
「向学心」を持ち，かつ「もの創り」に意欲を持つ「工学を志す心（工学心 」のある学生が入学することをアドミッションポリシーとしているが，入学後の教育課程中 ）

においては，低学年では，学生の「好奇心」を「向学心 「工学心」に向かわせることを目標とする。また，中・高学年では，実習，実験，体験学習等を通じ，理解力，」
判断力，応用力，問題解決能力などを涵養する中で，科学技術の基盤となる基礎学力を確実に習得させることを目標とする。成績評価としては，通常の学力評価に加え，期
学生自らが主体的に取り組んだ成果も反映できるシステムの構築を目指す。

ⅱ）大学院課程目
学士課程を通して「工学」に対する魅力を培い，その上で，問題の「発掘」から「解決」に至るまでの研究を遂行することの重要性を認識した 「向学心」の高い学生，

が入学することをポリシーとする。入学後の教育課程では，学部教育の基礎学力の上に立脚した専門科目の修得に加え，修士論文研究を通じ自らの独創的発想を育むこと標
の重要性を修得させることを目標とする。成績評価としては，学士課程にも増して，学生の主体的で積極的取り組みを高く評価するシステムを構築する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

ⅰ）学士課程
【３６】アドミッションポリシー 【３６－１】

本学のアドミッションポリシーを高校生に広く周知し，本学への関心及び入学の意思を高めるたに応じた入学者選抜を実施するた 本学のアドミッションポリシ－に即した
め，各種広報活動を次のとおり行った。高校訪問は，入試企画センター員を中心に，全学科の教員めの具体的方策 入学志願者を確保するため，今年度から新
にも協力を依頼し，過去最高の175校で実施した。また，進学説明会は本学独自の説明会の他，道広報活動を活発に行うことによ たに設置する入試企画センターによって，
内公立大学合同説明会など50回に達し，高校生及び教員の面談者数は，延べ約650人に上った。さり，本学のアドミッションポリシ 高校訪問や進学説明会等をより積極的に展

， ， ，ーを受験生に周知する そのため 開する。また，新たな教育組織に対応した。 ， らに オープンキャンパスでは ３都市(札幌・旭川・帯広)からの送迎バスを配備したこともあり
参加者数は昨年の10％増となった。この他にも，高校出前授業の実施案内を道内全校に送付し，44平成16年度より各種広報媒体の活 適切な選抜方法を構築するとともに，社会
校で実施した。学内施設の見学受入をウェブサイト上に掲載するとともに，来学の際に出前授業の用を積極的に検討するとともに， 人選抜の導入の可能性についても併せて検
プログラムの中から選択した授業を受講できるようにしたところ，12件の申込があり，好評であっ教職員による高校及び高専訪問を 討する。
た。従前から高校側から要望のあった先輩との対話については，本学在学生に対し，帰省の際に母多くの地域で実施する。なお，平
校を訪問して本学のPRを呼びかけたところ，11人から協力が得られた。広報資料は来年度改組後の成18年度を目標として道外からの
教育・研究内容が理解しやすいものとなるように印刷業者のコンペティションを行い，本学在学生志願者への便を図るため，道外試
の声を載せる等，受験生本位の内容にリニューアルした。験場の設置を検討する。また，入

本学のアドミッションポリシーに即した入学者選抜を実施する一環として，推薦入学における選試に際しては，学生の「向学心」
抜方法の改善を行うとともに，推薦入試募集枠を従来の入学定員の20％から25％まで増員した。及び「工学心」を面接を通じて把

この結果，平成20年度入試では，本学のアドミッションポリシーに共感し，第一志望で志願した握できる推薦入試枠の拡大を検討
者であると推測される前期日程及び推薦入試の入学志願者数が増加（前期50人推薦15人増）した。する。加えて，生涯学習支援の立
また，平成20年度からの新たな教育組織に対応した選抜方法の中で，社会人選抜の導入の可能性に場からも，社会人の入学希望者を
ついて検討を開始した。積極的に受け入れる。

【３６－２】
大阪会場に加え，来年度以降の札幌試験場等の新設について，他大学及び受験生の動向を調査し平成18年度の大阪試験場実施の実績を踏

ている。まえ，他地域での学外試験場の設置等を検
討する。

【３７】教育理念等に応じた教育 【３７－１】
課程を編成するための具体的方策 カリキュラム編成の充実を図り，それぞ 教務委員会において，JABEE認定に対応したカリキュラムを念頭にカリキュラム編成を検討し，

教務委員会において，カリキュ れの科目の目標と位置付け，及び相互関連 科目間のつながりを明確にするためのフローチャートを作成するなど，常にカリキュラムの改善を
ラム編成を充分に検討し，それぞ を明確にして，JABEE申請の準備を積極的に 図っている。
れの科目の目標と位置付け，及び 進める。
相互関連を明確にして，JABEE申
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請を推進する。また，全学的規模 【３７－２】
での教員の出動が必要となる科 全学的規模での教員の出動が必要となる 平成17年度から全学科教員が連携して教育効果を高める科目として，選択科目Ⅲに「安全工学概
目，及びそのような対応により教 科目及びそのような対応により教育効果が 論」を継続しており，危険予知，事故防止，安全確保に関する理解を深めている。また，平成18年
育効果が高められる科目の整備を 高められる科目の整備を積極的に進める。 度から「総合工学Ⅲ」を開講し，教務委員会で環境問題の内容に関して関連の深い教員を各学科か
進める。 ら選出し，オムニバス形式で実施している。

【３８】授業形態，学習指導法等 【３８－１】
に関する具体的方策 少人数対応科目及び実験・実習科目の充 各学科とも，早い時期から少人数対応科目等を開講し，個人指導を考慮したきめ細かい教育を継

， ， 。 ，少人数対応科目及び実験・実習 実を図り，対話型あるいはチュートリアル 続して実施してきており その内容検証 教育効果について教務委員会で検討を行っている また
科目の充実を図り，対話型あるい 型の個人指導を行うなど，きめ細かい教育 平成19年度から数学能力の特に不足する新入生にマンツーマンで大学院生のTAを配置し，新たに数
はチュートリアル型の個人指導を を継続し，積極的に実施する。 学リテラシー教育を開始した。
行うなど，きめ細かい教育を実施
する。また，実践的な教育の一環 【３８－２】
としてインターンシップ制度の積 各教員にオフィスアワーを義務付けてお 学生には掲示，ホームページ及びKITキャンパスインフォメーションでオフィスアワーの時間帯
極的活用を進める。なお，平成16 り，特に，卒論指導を持たない教員の個別 等の周知を行い，活用を呼びかけている。(平成19年度前期：教員１人当たり19件)また，卒論指導
年度から各教員にオフィスアワー 学習指導体制への積極的な支援を求め，教 を持たない教員は個別学習指導体制を積極的に進めており，全学的な協力が得られている。(平成
を義務付けるが，卒論指導を持た 員と学生のコミュニケーションの機会を増 19年度前期：教員１人当たり38件)
ない教員には個別学習指導体制へ 大させる。
の積極的な支援を求める。特に，
コア科目については，4セメスタ 【３８－３】
ー制を実施するよう平成18年度ま 実践的な教育の一環として，インターン インターンシップを継続して推進した結果，参加者は平成17年度35人，平成18年度47人，平成19
でに検討する。 シップ制度の積極的活用とその広報活動を 年度65人と増加した。また，実施効果を高めるため，平成19年度から，事前研修及び事後研修を実

積極的に行う。 施した。

【３８－４】
４セメスター制 クオーター制 を試行し， ４セメスター制（クオーター制）の試行を27科目について行い，その結果を検証し実施に向け検( )

その結果を検証する。 討を行っている。

【３９】適切な成績評価等の実施 【３９－１】
に関する具体的な方策 成績評価項目及び各項目の評価配点につ 成績評価項目及び各項目の評価配点に関するガイドラインを設け，適切な成績評価についてシラ

平成16年度から，成績評価項目 いてガイドラインを設け，シラバスに明記 バスに明記するとともに，その充実に向け改善を図っている。
， ， 。及び各項目の評価配点についてガ するとともに，その充実を図る。また，成 また 成績評価の厳格化 同一科目間での成績の適正化について教務委員会で検討を行っている

イドラインを設け，シラバスに明 績評価の適正化を図るために，必要に応じ
記する。また，成績評価の適正化 てそれぞれの科目間の調整を図ることで，
を図るために，必要に応じてそれ 適切な成績評価を継続して実施する。
ぞれの科目間の調整を図ること
で，適切な成績評価を実施する。 【３９－２】

なお，成績不良者に対する勧告 個別担任制等によって，成績不良者に対 成績不良者に対して勧告制度（修学指導，退学勧告及び履修制限等）を設け，各学科のクラス担
制度を確立する。 する指導を充実するとともに，勧告制度の 任・個別担任・保護者と連絡を密にし，きめ細かな指導を継続して実施している。

運用も継続して行う。

ⅱ）大学院課程 【４０－１】
【４０】アドミッションポリシー 留学生に関するパンフレットは，英語， 留学生向けパンフレットの韓国語版を作成し，大学院の広報活動に利用している。
に関する目標を達成するための措 中国語版に続き，韓国語版を作成する。
置

大学院入学者は，自大学出身比 【４０－２】
率が高いことから，広報活動を通 本学のアドミッションポリシ－に即した アドミッションポリシーに沿った入学志願者確保対応策の一環として，ウェブサイトを活用して
じて，本学の求める大学院学生像 入学志願者を確保するため，今年度から新 いる。また，入学料・授業料減免制度及び奨学金制度，長期履修制度及び短縮修了制度等もPRして
を他大学受験生にも周知する。ま たに設置する入試企画センターによって， いる。なお，他大学出身の学生が 飛び級入学に応募しやすいように，学内外とも応募者共通の出
た，留学生の受け入れを一層促進 広報活動を展開する。また，飛び級入学に 願資格となるよう見直しを行い，学生募集要項に掲載し公表した。さらに，留学生の受け入れを一
するため，平成16年度中にホーム おいて 他大学学生が応募しやすいように 層促進するため，国際交流センターと連携し，大学院入学を志望する本学の学部留学生及び外国人， ，
ページ，広報誌の英語版の充実を 出願資格の見直しを行う。 研究生に対し，入試制度の説明会を今年度２回開催した。さらに，大学院留学生の受け入れを促進
図る。また，教育研究組織の見直 するため，中国東北部の４大学を訪問し大学説明会を行った。
しを進め，平成20年度までに大学
院博士課程の定員増を目指す。 【４０－３】
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教育研究組織の改組を進め，博士課程定 大学院博士後期課程は本学の特色を明確にすることから「寒冷地工学専攻」を新設し，従来の２
員の見直しを検討する。 専攻と合わせて３専攻12人の定員とする方針であり，それについての検討組織を立ち上げた。

【４１】教育理念等に応じた教育 【４１－１】
， ， ，課程を編成するための具体的方策 学部課程と同様に，それぞれの科目の目 大学院部会を設置し 学部開講科目との関係 大学院で開講されている科目との相互関連を含め

学士課程と同様に，それぞれの 的と位置づけをシラバスに明記する。その 教育課程の充実に向けて検討を行っている。
科目の目的と位置付けをシラバス 際，学部開講科目との関係，大学院開講の
に明記する。その際，学部開講科 他の科目との相互関連も含め，整合性のと
目との関係，大学院開講の他の科 れた教育課程になっていることを確認でき
目との相互関係も含め，整合性の るシステムを維持し，継続する。
とれた教育課程になっていること
を確認できるシステムを構築す
る。

【４２】授業形態，学習指導法等 【４２－１】
に関する具体的方策 実践的教育として，企業経験者，特に卒 学部学生を対象にした企業経験者及び本学卒業生等による講義（ 総合工学Ⅰ 「総合工学Ⅱ ）「 」， 」

講義科目においても，単なる専 業生による特別講義の実施をさらに拡充す に大学院生も出席させるなど実践的教育を継続して実施している。
門知識の伝授ばかりに終始するこ る。
となく，学生とのコミュニケーシ
ョンを密にし，学生の創造性を引 【４２－２】
き出すための工夫を行う。また， 学生とのコミュニケーションをさらに密 講義，演習を通じて学生とのコミュニケーションの機会を増やし，学生の創造性を引き出すため
平成17年度から実践的教育とし にし，学生の創造性を引き出すための教育 の工夫を継続して実施している。
て，企業経験者，特に卒業生によ の充実を継続的に進める。
る特別講義を実施する。平成18年
度からは，社会人が職業を有して 【４２－３】
いる等の事情により一定期間にわ 修業年限を緩和する長期履修制度をPRし 社会人入学者の増大を促進するため，学生募集要項に掲載するとともに長期履修制度をウェブサ，
たり計画的に履修することを希望 社会人入学者の増大を促進する。 イト上に掲載し，平成19年度は長期履修制度による社会人博士後期課程学生が１人入学した。
する場合に対応できるよう修学年
限に制限を設けない単位制の修了
システムを導入する。

【４３】適切な成績評価等の実施 【４３－１】
に関する具体的な方策 成績評価項目及び各項目についての評価 成績評価配点等についてのガイドラインを明記し，その充実を図るとともに，大学院部会を設置

平成17年度からは，成績評価項 配点のあり方について，そのガイドライン し継続して内容等の精査を行った。
目及び各項目についての評価配点 をシラバスへ明示するとともに，内容の精
について，ガイドラインをシラバ 査を行い充実を図る。
スに明記する。また，修士論文研
究への自らの取り組みの経過と結 【４３－２】

， 。果に関し，指導教員以外の関連す 修士論文のプレゼンテーションについて 修士論文等のプレゼンテーションの実施について 学外者にも公開する等継続して実施している
る複数の教員に対してもプレゼン は，学外者にも公開する等，対象者の拡大
テーションの機会を設け，その結 等を図るとともに，その結果を成績評価に
果を成績評価に反映させる。 反映させる。
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北見工業大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（１）教育に関する目標

③ 教育の実施体制等に関する目標

， ， ，「 」 「 」 。 ，中 学士課程においては 入学する学生の多様化に伴い 少人数対応の科目 向学心 及び 工学心 に結びつけるための科目の充実が必要不可欠となる このことに伴い
教育に対する労力が増大することから，実効性のある教育実施体制と，事務支援体制の構築を目標とする。教育施設・設備面の強化についても図書館機能の充実，情報ネッ期
トワークの充実など学生の要望が高い教育環境整備に予算を重点配分する。さらに，教育に関する貢献についても，的確な評価ができるシステムの構築を進める。目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【４４】適切な教職員の配置等に 【４４－１】
関する具体的方策 実践的英語教育を充実するため，ネーテ 大学院での「英語コミュニケーションⅠ，Ⅱ」の全専攻必修化及び，学部の実践的英語教育を

基礎的学力の養成は，少人数教 ィブ教員等の教育支援体制をさらに強化す 充実するため非常勤講師も含めネーティブ教員を３人に増員した。
育を基本とすることから，学科及 る。
び専攻を超えた教員の協力体制が
必要となる。そのため，基礎重点 【４４－２】
科目に科目担当責任者を配置する 基礎重点科目の担当責任者を配置し，教 基礎重点科目担当責任者を配置するとともに教育内容充実のために定期的検討を行っている。ま
とともに，教務委員会を中心に， 育内容等の充実を図る。 た，ＩＴ活用教育支援システムを活用して，基礎重点科目（数学，物理，英語）のコンテンツを作
全学的見地から教職員の配置方針 成し，基礎学力の向上のための支援体制の充実を図った。
を決定できるシステムを構築す
る。また，平成17年度には，実践 【４４－３】
的英語教育を充実するため，ネー 教育研究組織を改組し，全学的見地から 平成20年度からの学科の改組を行い，教員は学科配属から工学部配属とし，教育内容・学生指導
ティブの非常勤講師等を増員す 教員の配置方針を決定できるシステムを構 の責任を明確にする４つのグループで構成する組織に派遣する柔軟な人事体制とした。
る。 築する。

【４５】教育に必要な設備，図書 【４５－１】
館，情報ネットワーク等の活用・ 現有の教育支援設備の有効活用を図るた 講義室の利用が容易に把握できるグループウェア「サイボウズ」を活用するとともに，講義室内
整備の具体的方策 めに，その使用状況・予定を教員及び学生 の「空き時間掲示」により，講義室の有効活用を継続して図っている。

現有の教育支援設備の有効活用 が容易に把握できるシステムを活用し，空
を図るために，平成16年度中にそ き時間における自習場所として活用する取
の使用状況・予定を教員及び学生 り組みを継続し，積極的に推進する。
が容易に把握できるシステムを構
築し，空き時間における自習場所 【４５－２】
として積極的に活用させる。語学 電子ジャーナル及び文献情報データベー 電子ジャーナル（出版社；ELSEVIER, Springer, Wiley, Nature, Oxford University Pressの５
学習システムの整備については， スの整備を18年度の実績を踏まえさらに充 パッケージ，約3,400タイトル）と文献情報データベース（科学技術振興機構のJDream）の充実を
平成16年度に最新機器の導入を進 実させる。 図るため見直しを行いながら平成19年度も継続した。
める。附属図書館については，増
築を検討するとともに，従来の個 【４５－３】
人学習のためのスペースを拡大 図書館については，増改築を機に，従来 図書館の第2期改修工事が実施できた。改修によりグループ学習室を１室増設し議論・討論の場
し，議論・討論にも活用できる空 の個人学習のためのスペースを拡大し，議 を充実させた。また，サイレントルームを設置し個室感覚を備えた環境の充実を図った。さらに，
間を設ける。また，電子ジャーナ 論・討論にも活用できるグループ学習室を 増築部分には共同利用が可能な多目的室と地域との交流の場としてコミュニケーションホールを設
ル及び文献情報データベースの整 増設し，教育研究環境の充実を図る。 け，教育研究環境の充実を図った。
備を推進する。

【４６】教育活動の評価及び評価 【４６－１】
， ，結果を質の改善につなげるための 公開授業は法人化前より平成18年度実績 教員の授業方法等の改善を図るため 原則全科目対象に教員相互による授業参観を計画しており

具体的方策 において飛躍的に拡大したが，これを維持 平成19年度は，40科目について96人の教員が相互授業参観を行った。なお，公開授業数は法人化前
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学生による授業評価など教育の するとともに，相互参観により授業方法の （平成15年度44科目）より飛躍的（平成19年度269科目）に増加した。また，役員による授業参観
質の改善のために，平成16年度に 改善をさらに推進する。 を実施し，授業評価の低い教員に対し改善指導を継続して実施している。
評価委員会を設置する。また，教
育活動の改善につなげる表彰制度 【４６－２】
あるいは予算配分などのインセン 教育活動の改善につなげる表彰制度や予 学生による授業評価の結果を基に，授業に対する準備・熱意・指導等が顕著である教員に対して
ティブ制度を設けるとともに，学 算配分などのインセンティブ制度を維持し 教育優秀者表彰制度（ ベストティーチング賞 ）を設け，教育活動の改善を図っている。「 」
長，副学長による改善指導を実施 推進する。
する。さらに，平成16年度より授
業の相互参観により，授業方法の
改善を図る。

【４７】教材，学習指導法等に関 【４７－１】
する研究開発およびFDに関する具 FDに関しては，教務委員会主導の年複数 全学的ＦＤ研修会として，外部講師による講演会，ワークショップ及び同報告会を実施した。
体的方策 回の全学的研修を継続して実施するととも なお，各教員には講演会の参加を義務づけた結果，参加数は延べ124人となった。

FDに関しては，現在も実施して に，各教員に対しては参加を義務づける。
いる教務委員会主導の全学的研修
を年複数回実施する。また，各学 【４７－２】
科，科目担当教員などのグループ 科目担当教員などのグループで行う教育 新たな教材の開発やユニークな学習指導方法を行った個人又は教育プロジェクトに対して教育優
で行う教育プロジェクトも積極的 プロジェクトも積極的に支援し，教材，学 秀者表彰制度（ エクセレントプログラム賞 ）を継続して実施しているが，平成19年度は該当課題「 」
に支援し，教材，学習指導法等の 習指導法等の改善を積極的に奨励するため がなかった。，
改善を図る。 教育優秀者表彰制度（ エクセレントプログ「

ラム賞 ）を維持し，充実させる。」

【４８】他大学との共同教育等に 【４８－１】
関する具体的方策 本学としての特色ある科目を開講し，他 特色ある科目として「共生環境工学特論」を室蘭工業大学との単位互換協定に基づきTV会議シス

他大学との連携を深める中で， 大学との共同教育を継続して推進する。 テムを利用して開講した （室蘭工業大学19名受講）。
より魅力ある科目の設定を含め， また，室蘭工業大学で開講されている「環境化学概論」について，本学から14人が受講した。
様々な議論のできる協議会をこれ
までにも設けているが，今後も発
展させる。また，SCS，インター
ネットを利用した他大学との共同
教育についてもさらに推進する。

【４９】学部・研究科等の教育実 【４９－１】
施体制等に関する特記事項等 教育の効果が高められるような教員配置 社会のニーズ，学生のニーズ，地域のニーズを踏まえた学科改組を行い，平成20年度から募集を

従来の学科・専攻科のみに依存 の弾力的運用体制を構築するため，教育研 始めた。これに併せて，教員は学科配属から工学部配属とし，教育内容・学生指導の責任を明確に
した教員配置・教育システムか 究組織の改組を行う。 する４つのグループで構成する組織に変更し，各学科グループには適切な教員が派遣される制度と
ら，大学全体から見て教育効果が し，柔軟な人事体制とした。さらに，学生の多様なニーズと柔軟な進路変更に対応するために転学
向上するシステムへ移行させるた 科制度を新たに導入した。
め，教員配置の弾力的運用のもと
で教育を実施できる体制に変更す
る。
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北見工業大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（１）教育に関する目標

④ 学生の支援に関する目標

学生のニーズを正確に把握し，北見工業大学への入学から卒業に至る，学習・研究及び生活の全ての面で支援体制を充実・強化させることにより，留学生等を含むすべて中
の学生が，在学中快適な学園生活を享受できる環境を作り出すように努める。具体的な学生への対応は，奨学金などの経済支援，健康管理，修学相談，就職相談など多様と期
なるが，充実したキャンパスライフを支援するための相談機能の充実は重要である。また，課外活動施設，学生寮，福利厚生施設などの施設面の他，情報サービス機器や課目
外活動備品など設備面での環境整備にも努力する。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【５０】学習相談・助言・支援の 【５０－１】
組織的対応に関する具体的方策 個々の学生の修学状況を把握しながら， 教員１人が数人の学生を受け持ち指導する個別担任制は，既に土木開発工学科を始めとする３学

個々の学生の修学状況を把握し 学生からの修学相談に責任をもって対応す 科において実施しているが，平成20年度入学生から全学科において実施する。
ながら，学生からの修学相談に責 る個別担任制度の拡大を図る。 学生の多様なニーズと柔軟な進路変更に対応するために学科の改組を機に転学科制度を新たに導
任を持って対応する担任制度を確 入した。
立する。また，平成17年度より父
母懇談会などを年3回程度開催し 【５０－２】，
学生の学習状況を大学と父母が連 総合的な学生支援を行うため，学生支援 学生よろず相談室及び就職支援室の室員による各種相談・メンタルヘルスサポート研修の実施な
携して支援できる体制を取る。な センター（ 学生よろず相談室 「就職支援 ど学生生活支援体制の充実を図っている。また，平成19年10月からピア・サポート制度を導入し，「 」
お，専門性の高い教務事務を配置 室 ）を設置し，相談内容により保健管理セ ピア・サポーターに対しての研修の実施，その体制のサポートのため，学生よろず相談室室員を対」
するとともに，平成16年度に「学 ンター，非常勤カウンセラー，生協とも連 象としたピア・サポートトレーナー研修を実施した。さらに，生協と連携し，学生の健康増進のた
生よろず相談室」を開設し，専門 携をとり，学生生活トータルケア体制のさ めの「健康チェック及び栄養士による栄養相談」を年２回実施し，合わせて400人近くの参加者が
相談員を置きながら，保健管理セ らなる充実を図る。また，ピアサポートシ あった。
ンターの医師，看護師らと連携を ステムを導入し学生による学習相談体制の
図り，健康管理を始め精神的な面 構築を検討する。
における相談に関しても十分対応
可能なシステムの確立を図る。 【５０－３】

父母懇談会などを北見，札幌，道外と３ 父母懇談会は春季が札幌，秋季が本学及び道外（仙台・大阪）と年４回実施し，大学の動向及び
回程度開催し，大学の最近の動向及び学生 学生の修学状況の説明をはじめ，父母との個別面談による対応等により修学支援体制の充実を図っ
の学習状況を大学と父母が共有することに ている。
よって大学と父母とが連携して支援できる
体制を継続する。

【５０－４】
学生や父母に対する修学相談等の対応の 平成19年度は新入生及び在学生の修学相談等の対応のため，退職教員による「履修相談」を計29

， 。 ， ，ため，専任の教務事務を充実させる。 回実施し 98人の学生が相談に訪れた また 父母からの修学相談にも担当係が常時対応しており
平成19年度は20件の相談があった。

【５１】生活相談・就職支援等に 【５１－１】
関する具体的方策 学生の生活面の相談には，新たに設置さ 平成19年度から学生よろず相談室室員による学生相談，及び室員を対象とした相談窓口対応の研

学生の生活面の相談は事務部に れる学生支援センターの「学生よろず相談 修会を実施している。更に全教職員を対象にメンタルヘルス講演会を２回実施し，相談時の対応等
担当の窓口を設け，内容によって 室」等とも連携を図る体制を継続して維持 を学んだ。
「学生よろず相談室」等との連携 ・充実させるとともに，相談窓口となる専
を図る。就職活動の支援に関して 門的知識を有する受付職員を育成し支援体
は，全学的な就職説明会を充実さ 制をさらに充実させる。
せるとともに，従来からの相談窓
口を充実させ，Webなどでも対応 【５１－２】
できる支援システムを構築する。 「就職支援室」を開設することにより就 平成19年度から就職情報の一元化とウェブでの配信を始めた。また，就職支援室室員による進路
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職活動の支援体制を継続して充実させると 相談の実施，及び「就職ガイダンス 「キャリア支援セミナー」等の企画等を行い，就職活動の支」
また 平成18年度からは企業説明会を独自に開催しており 平成18年ともに などでも対応できる支援システ 援体制の充実を図っている。 ， ，Web

度は２回開催で参加学生数は延べ407人で参加企業数114社 平成19年度は３回開催し 参加学生数ムを充実強化する。 ， ，
は延べ833人で参加企業数は139社であった。

【５２】経済的支援に関する具体 【５２－１】
的方策 奨学金制度，学生寮など，従来型の経済 「KITげんき会」等による奨学金制度の他，平成19年８月から低金利で有利な教育ローンを地方

奨学金制度，学生寮など，従来 支援の他，生協などと連携して日常生活へ 銀行との間で提携し，学生の経済支援体制を充実させた。
型の経済支援の他，生協などと連 の支援も充実させ，経済的問題が学業に影
携して日常生活への支援も充実さ 響を及ぼさないよう「KITげんき会」等によ
せ，経済的問題で学業に影響が生 る奨学金制度を設けるなどの支援体制をさ
じないような支援体制を検討す らに充実させる。
る。

【５２－２】
優秀な大学院生を確保するため，授業料 優秀な大学院生を確保するため，授業料免除及び奨学金制度を継続して実施するとともに，授業

免除及び奨学金制度を継続して充実させる 料の徴収猶予制度の見直しを行った （平成19年度授業料免除者14人，奨学金受給者６人 。。 。 ）
また，経済的な問題が学業に影響を及ぼさ
ないよう，授業料納入制度の見直し及び授
業料貸付制度の構築に着手する。

【５２－３】
地域住民等に対する福祉活動を目的とし 平成19年度から「車椅子介助講習会 「ボランティア講習会」を実施し，学生のボランティア意」

た学生ボランティアサークルへの支援をさ 識の高揚を図った。
らに充実させる。

【５３】社会人及び国際化等に対 【５３－１】
する配慮 科目等履修システムと受講可能科目のPR ホームページを充実させ，科目等履修システムを積極的にＰＲしている。平成19年度はホームペ

， （ ）生涯学習支援の立場から，科目 などを，本学のホームページを活用して積 ージ上から申請書類のダウンロード及び授業科目内容の確認ができるよう充実させ ４人 17科目
等履修システムと受講可能科目の 極的に推進する。 の履修があった。
PRなどを，Webを利用するなどし
て積極的に展開する。 【５３－２】

， ， ， ， 。国際化に関しては，平成16年度 国際化に関しては，教員と事務員の組織 留学生への支援では 留学生の健康管理 在留関係手続 奨学金 宿舎の支援を引き続き行った
に留学生相談室と事務機構を一体 を一体化した国際交流センターにおいて， また，国際交流センターの改修に伴い，留学生相談コーナーを設置し，より細かな対応ができる体
化した国際交流センターを設け， 留学生への支援と国際交流の充実・発展を 制を整えた。さらに，国際交流の充実・発展では，地域との国際交流会を毎月実施した。また，韓
留学生への支援と国際交流の充実 図る体制を維持し，積極的に推進する。 国，中国の４大学の学生を招いて，国際大学交流プログラムを実施した他，韓国嶺南大学校を訪問
・発展を図る。 し，短期交流研修を実施した。
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北見工業大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（２）研究に関する目標

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

研究面では，これまで培ってきた特色ある研究分野，高い水準にあると評価を受けている研究分野，あるいは地域の特質や産業の背景，及び要請等の高い研究分野に重点中
化し，その研究水準の向上と成果の社会への還元を目指す。したがって，研究分野は，基礎的分野から応用的な分野までとなることは当然であるが，学会活動を中心とした期
その学術水準は，各研究分野において国際的にも評価される水準となることが必要となる。目

一方，社会への還元を中心とした実用化を目指す応用研究は，地域に根差した研究を進展させる中で，雇用創出などの経済効果の高い産業の創生，商品化につながる特許標
の取得等を積極的に推進することが目標となる。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【５４】目指すべき研究の方向性 【５４－１】
， 。 ，本学が目指すべき研究の方向性 ポテンシャルの高い研究分野のプロジェ ４重点研究分野に14研究推進センターを設置し 引き続きプロジェクト化を推進している また

については 立地環境に基づく 個 クト化を18年度の実績を踏まえ，さらに推 雪氷科学・防災・利用研究推進センター，高度三次元可視化システムにおいては定期的にセミナー， 「
性化 と将来性等を考慮した上で 進する。 等を開催し，地域・社会へ積極的に成果を還元している。」 ，
重点化と水準の「高度化」を図る
必要がある。本学は日本で最も寒 【５４－２】
い地域に位置していることが一つ 地域の特性である寒冷地に関する研究等 寒冷地の研究に関しては，本学は既に延べ７人の南極観測隊員を輩出しており，平成19年度も夏
の「個性」であるので，その立地 を充実し，本学の研究の「個性化」と「高 隊に１人が参加し，地球気象変動などの研究を進めている。寒冷地工学の成果の還元については，
環境を最大限に活かした寒冷域工 度化」を図り，寒冷地工学の拠点形成を目 新型防雪柵の設置が評価され研究担当者が本年文部科学大臣賞を受賞した。また，送電線の雪害の
学の拠点形成を目指すことで，そ 指す。また，その研究成果を積極的に地域 研究に対して，日本電気協会から澁澤賞を受賞している。
の研究成果の地域・社会への積極 ・社会へ還元する。
的還元を図る。また，これまでの
実績を活かして，重点分野を中心
に学際的分野でのシ－ズ開拓を図
りながらも，ポテンシャルの高い
研究分野のプロジェクト化を推進

， ，し 特色ある研究の育成を通して
本学としての研究の「個性化」と
「高度化」を図る。

【５５】大学として重点的に取り 【５５－１】
組む領域 医工連携研究や福祉支援関連研究など新 医工連携関係では，平成19年６月に企業組合「北見産学医協働センター」を立ち上げ，関連業務

北見工業大学は寒冷地域のニー たな研究分野の開拓を継続する。また，農 に係る支援企業組織が活動を開始した。
ズに基づく研究にも心がけている 工連携を進め，一次産業の高付加価値化を 工農連携はＪＳＴ事業の工農教育プロジェクトが２期目に入り，一次産業の高付加価値化及び事
が，これは単に地域に還元するば 推進する。 業の創出を目指し活動を継続しているが，さらに発展させるため，東京農業大学と連携協定を結ん
かりでなく，先進国の多くが寒冷 だ。
地に位置していることから世界に
発信できる研究分野になると考え
ている。

そのような観点から，従前より
評価の高かったエネルギー・環境
関連分野，寒冷域の社会基盤関連
分野，地域社会とのつながりもあ
るバイオ・材料科学分野を充実
し，農学分野との連携拡大も目指
す。さらに，近年急速に発展して
いる情報科学分野では，福祉支援
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関連研究を推進する中で，医学分
野との連携のもとに新たな研究分
野を創出する。

【５６】成果の社会への還元に関 【５６－１】
する具体的方策 地方公共団体などの審議会などにも積極 国，道及び地方公共団体の各種審議会に参画し，地域再生，科学技術の振興，環境保全，エネル

従来，研究成果の社会への還元 的に参画し，オホーツク地域の環境保全や ギー等に関する政策を積極的に支援している。平成19年度は，科学技術審議会等の委員に延べ20人
の窓口は，主として地域共同研究 都市計画などへの支援体制を強化する。 が参画した。
センターが行ってきたが，平成16
年度から，学内の情報の集約と外 【５６－２】
部への発信を含め，地域連携・研 企業へのシーズの提供，ニーズの把握に 平成13年度から平成17年度までの共同研究に係る企業のアンケート調査を行っており，その実態
究戦略室が中心となって推進する 努め，産官等との協議会等への積極的参加 を分析し今後の対応に活用する。
体制に移行する。ここでは，企業 を図りながら，18年度の実績を踏まえ，さ 産官等との連携は，北見市産学官連携推進協議会とも連携した「北見地域産業振興ビジョン」事

。 ， ，のシーズの提供，ニーズの把握に らに地域企業とのコンソーシアム提案など 業の推進を担っている また 北海道中小企業家同友会ｵﾎｰﾂｸ支部との連携ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ委員会において
努め，産官等との協議会等への積 を行い，新たな産業を創生するための基盤 同友会側のニーズの拾い上げ，対応を開始した。なお，地元企業とのｺﾝｿｰｼｱﾑ契約は平成19年度で
極的参加を図りながら，地域企業 を築き，研究成果の地域・社会への還元の ４件の実績となっている。
とのコンソーシアム提案などを行 さらなる推進を図る。
い，新たな産業を創生するための
基盤を築く。また，地方公共団体 【５６－３】
などの審議会などにも参画し，地 研究成果の社会への還元は，学内の情報 本学教員の研究テーマはホームページに掲載しているが，キーワード等が一覧できるパンフレッ
域の環境保全や都市計画などに関 の集約と外部への発信を含め，地域連携・ ト「北見工業大学研究シーズ集」を平成20年度に発行する予定である。
する取り組みに研究成果を反映さ 研究戦略室が４重点分野等と連携して，継
せる。 続して推進する。

【５７】研究の水準・成果の検証 【５７－１】
に関する具体的方策 中期計画期間内における研究者個々人の 全教員に今後３か年の研究計画書を提出させ，今後の研究成果達成に向けた分析を行う。

研究水準の向上，成果の還元に 研究目標を明確化し，研究のさらなる活性
ついての検証には的確な評価が必 化を図る。
要になる。したがって，中期計画
期間内における研究者個々人の研 【５７－２】
究目標の明確化を図った上で，大 大学院担当教員としての水準を維持する 「大学院担当教員資格再審査に関する申合せ」及び「大学院担当教員資格再審査基準」を定め，
学院担当教員としての水準を維持 ため，教員資格審査を制度化し試行する。 審査の試行を行った。
するため，教員資格審査を定期的
に行う。また，地域的特色のある 【５７－３】
研究や地域企業との共同研究につ 地域特色ある研究や地域企業との共同研 平成13年度から平成17年度までの共同研究に係る企業のアンケート調査（回収率51％）を行った
いては，企業等の満足度などを定 究については，企業等の満足度などを調査 結果，満足度は87％となっており，適切な状況にある。
期的に調査し達成度の評価を行 し達成度の評価を行う。
う。
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北見工業大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（２）研究に関する目標

② 研究実施体制等の整備に関する目標

研究組織の弾力的運用を行うため，重点研究分野にある比率で教員を配置し，大型プロジェクトを構成し得る組織を構築する。したがって，この中期目標期間の教員採用
については，最重点分野を中心に優秀な研究者の採用を進める。また，有能な若手研究者・女性研究者・外国人研究者の任用を促進し，教員採用の公募制の徹底と任期制の
導入により，研究者の流動性を高める。なお，研究の活性化には有能な研究者とそれを支援するスタッフが必要であるが，近年RAや非常勤研究員の採用の自由度が増大して中
いるので，この制度を最大限活用する。また，技術的基盤を支える技術職員の役割も重要であり，これら人的資源の有効活用を図り，効率的・効果的な研究支援体制を構築
する。期

さらに，研究専念時間を確保するとともに，研究スペース・設備の効果的な運用のためのシステムを構築する。特に，優秀な若手研究者の研究専念時間を確保し，高額機
器の有効活用を図るための制度を構築する。目

研究の質の向上及び改善は，研究の重点化による規模の拡大，研究支援体制の整備，適切な評価システムが機能して進展する。そのため，大学評価・学位授与機構と今後
設置を進める北見工業大学の評価委員会の評価結果をもとに，待遇面への反映あるいは改善命令が出せるようなシステムを構築する。標

また，北見工業大学の教育研究の活性化，高度化，個性化を推進するためには，現在設置されている地域共同研究センター，機器分析センター，未利用エネルギー研究セ
ンター，サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーの充実が重要であり，これらと教育研究組織の一体的な運営体系を検討する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【５８】適切な研究者の配置に関 【５８－１】
する具体的方策 採用する教員が担うべき研究分野などの 教員の採用にあたっては，研究分野を定めた３か年計画を毎年提案し，教育研究評議会で審議し

研究の個性化・高度化・活性化 方針を，教育研究評議会の審議を踏まえ役 た後，役員会で決定し，公募を行う体制を継続しており，重点化及び改組を考慮した教員配置が推
のため，学科・大学院の見直しを 員会が決定する体制は今後も継続する。 進されている。
行い，平成18年度までに教育組織
と研究組織の流動化が可能な組織 【５８－２】
に再編する。したがって，採用す 技術員の大学管理運営業務への積極的参 技術員については大学管理運営業務への積極的参加及び重点研究分野の研究プロジェクト・競争
る教員が担うべき研究分野などの 加及び重点研究分野の研究プロジェクト・ 的資金導入グループ等への優先配置を継続して行っている。技術員の専門性を高めるための研修に
方針は，平成16年度から教育研究 競争的資金導入グループ等への優先配置を ついては，技術部技術員研修の実施に加え，他機関での研修にも積極的に派遣している。
評議会の審議を踏まえ役員会が決 可能とする体制を維持するとともに，技術
定する。 員の専門性を高めるため，研修等を18年度

また，平成16年度に技術部の組 の実績を踏まえ，さらに充実させる。
織改革を行い，技術職員の配置は
全学共通的業務・重点研究分野の 【５８－３】
研究プロジェクト・競争的資金導 間接経費等の外部資金を活用し，非常勤 平成19年度は，重点研究分野を中心に非常勤の研究員，特任教員，技術員等を21人採用したが，
入グループ等への優先配置が可能 研究員・技術員の雇用の拡大を18年度の実 このうち，外部資金により，４人を採用している。
な組織とするとともに，間接経費 績を踏まえ，さらに充実させる。
等の外部資金を活用し，非常勤研
究員・技術員の雇用を中期目標期 【５８－４】
間内に30％程度増員する。 研究の個性化・高度化・活性化のため， 地方大学としての役割・特色及び時代の動向を反映した人材を養成することとして，平成20年度

学科・大学院の見直しを行い，教育研究組 からの学科改組を申請し承認された。これに伴い，教員は４重点研究分野の14研究推進センターの
織を改組する。 いずれかに参画するよう推進する。なお，学科改組後の学年進行が完了するまでに大学院組織の見

直しを行う。

【５９】研究資金の配分システム 【５９－１】
に関する具体的方策 個々の教員に対しては，評価委員会にお 教員評価制度に基づいた教員個々のデータを教員評価専門部会で評価し，その結果に基づき役員

運営費交付金は予算項目の弾力 いて教育研究等の総合評価を実施し，この 等で教育研究費配分を決定している。
化が可能になることから，平成16 結果を尊重しながら役員等で研究費配分を
年度から重点化研究分野のプロジ 決定する制度を今後も継続する。
ェクト研究に対しても重点配分を
実施する。また，個々の教員に対 【５９－２】
しては，平成16年度に設置される 本学が定める４重点研究分野14研究推進 現在，重点化研究分野のプロジェクトに対して学長裁量経費の 約32％(27,034千円)の重点配分
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評価委員会において研究評価も実 センターのプロジェクト研究等に対して， を行っている。また，本経費に係る研究成果等については，実施報告書により評価を行う。
施し，この結果を尊重しながら役 学長裁量経費の30％程度を重点配分する制
員会で研究費配分を決定する。 度を継続する。

【６０】研究に必要な設備等の活 【６０－１】
用・整備に関する具体的方策 施設等の有効活用に関する規則に基づき 施設の有効活用を図るため，各室に管理番号を付け，11月にWeb上で施設使用実態調査を実施し，

各研究分野，各学科内における 研究・教育・管理スペース等の配分比率を たが，本年度の研究，教育，管理スペースの現状を集計し，スペースの配分を効率的・弾力的に運
研究スペースの有効活用のため， 定期的に見直し，効率的・弾力的に運用す 用する基盤を整備した。
平成16年度から研究・教育・管理 る制度を確実に推進する。
スペース等の配分比率を定期的に
見直し，効率的，弾力的に運用で 【６０－２】
きるシステムを構築する。また， 工学部として基本的に必要となる設備・ 設備マスタープラン（暫定版）を見直し，設備の整備年次計画を含めた設備マスタープランの完
平成18年度までに工学部として基 機器，利用頻度の高い設備・機器，研究活 成版を策定したことにより，効果的な設備整備や現有設備の有効活用の実態が明らかとなった。ま
本的に必要となる設備・機器，利 性化のために必要な設備・機器は，設備マ た，現在，化学系研究設備有効活用ネットワークにおいて進めてられている設備の復活再生計画，
用頻度の高い設備・機器，研究活 スタープラン（暫定版）に基づき運用する 新規機器購入計画及び地域共同ネットワークの導入計画に本学も参加しており機器の共同利用のた
性化のために必要な設備・機器の 制度を積極的に活用する。 めの整備や有効活用を目的とした取組を行った。
予算措置と整備計画を立てるとと
もに，現有設備・機器の有効活用
も含めた運用を検討する。

【６１】知的財産の創出，取得， 【６１－１】
管理及び活用のための具体的方策 弁理士の資格を持つ客員教授が，知的所 弁理士の資格を持つ客員教授を任用し（３人 ，知的所有権の創出・取得・管理・活用等につい）

知的財産戦略に対する取り組み 有権の創出・取得・管理・活用等について て助言・指導を受ける体制を強化した。
は，今後の大学運営の重要な項目 助言・指導する体制を継続して推進する。
の一つと考えており，研究成果は
特許性の確認を行った上で学会等 【６１－２】
で発表することを推進するなど， 研究成果は特許性の確認を行った上で学 知財セミナーの開催，ホームページ，学内メールなどを通じて啓発活動を行い，卒業研究，修士
教員の意識改革を図る。また，平 会等で発表することを推進する。また，論 論文あるいは学会等で発表を行う前に出願するよう，意識改革を図っている。これらの結果，本年
成16年度から弁理士をコーディネ 文等の発表時における機密保持の徹底など 度の特許申請は８件となった。，
ーターとして契約し，知的財産権 教員のさらなる意識改革を図る広報体制の
の創出・取得・管理・活用等につ 充実を図る。
いて助言・指導を受ける。特に，
新しいアイディアは学生などから 【６１－３】
も提案されることがあるので，そ 新しいアイディアは学生などからも提案 知的財産本部のホームページを立ち上げ，学生等から新しいアイディアなどを提案できる体制を
れらの管理体制を確立するため， されることがあるので，ホームページ等を 確立し，実行している。
平成16年度から知的財産本部を立 利用して，知的財産ポリシーを周知し，提
ち上げる。また，特許取得に対す 案の推進を図る。
るインセンティブ制度を構築し，
利益に応じた研究費等の配分，特 【６１－４】
許収入の個人還元なども制度化す 特許取得に対するインセンティブ制度を 本学職務発明規程により特許等収入の個人還元を行っており，平成19年度は５件の権利譲渡によ
る。なお，特許活用を促進するた 活用し，利益に応じた研究費等の配分，特 り，414千円を還元した。
め，既存TLOなどの組織と連携す 許収入の個人還元などの制度を積極的に活
るとともに広報にも努める。 用する。

【６１－５】
北海道TLOなどと連携して知的財産の創出 包括連携協定を締結している北海道TLOに，知財の技術移転性の評価を２件，研究成果の評価を

を継続的に推進する。 ４件依頼し，技術移転を推進している。

【６２】研究活動の評価及び評価 【６２－１】
結果を質の向上につなげるための 個人研究，プロジェクト研究の成果を検 学長裁量経費の配分を受けている個人研究及び各研究推進センターに成果報告書を提出させ，実
具体的方策 証し 役員会等が改善指導を行うとともに 績があがっていないものについては，改善指導を行っている。， ，

役員会は，大学評価・学位授与 評価するシステムを制度化する。
機構と本学の評価委員会の評価結
果に基づき，個人研究，プロジェ
クト研究の成果を評価するが，成
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果が十分でない場合には問題点を
明確にし，研究者個人及びプロジ
ェクトリーダーに改善等の指導を
行う。なお，中期計画期間の中間
で報告書の提出を求め，進捗状況
を評価するとともに，計画変更な
どの指摘が可能な体制を確立し，
研究の高度化・活性化に努める。

【６３】全国共同研究，学内共同 【６３－１】
研究等に関する具体的方策 学内共同研究はプロジェクトの中から， 平成17年度から，４つの重点研究部門の下に14の研究推進センターを設置し，競争的資金獲得の

， 。全国共同研究はまだ少ないが， 毎年数件に対して予算の重点配分を行う。 申請を推進するとともに 各研究推進センターの申請に基づいて学長裁量経費を重点的に配分した
科研費における重点分野などへの また，各重点研究分野にプロジェクトリー また，各部門に部門長（プロジェクトマネージャー ，各センターにセンター長（プロジェクトリ）
応募を推進するとともに，高度な ダーを置くことで，研究プロジェクトを推 ーダー）を置き，研究の推進と質の向上，社会への還元を図った。
研究設備を持った研究センターな 進し，研究の質の向上と社会への還元の実
どとの共同研究を促進するため， 績を高める制度を充実させて推進する。
優れた共同研究成果を挙げている
研究を支援する制度を設ける。 【６３－２】

なお，学内共同研究は既にプロ 14研究推進センターが中心となって科研 14研究推進センターを中心として科研費への応募を推進した結果，全教員の88％にあたる137人
ジェクトとして進められている 費の重点分野への応募を推進するとともに が申請し，申請件数は152件（うち基盤研究B以上は27件）となった。，
が，これらのプロジェクトの中か 大学を始め他の研究機関との共同研究など 平成19年度は，北京大学，モナッシュ大学（ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ，タンペレ工業大学（フィンランド ，ロ） ）
ら，毎年数件に対して予算の重点 を促進する。 シアアカデミーなどと国際共同研究を進めている。また，国内では国立環境研究所・国立天文台と
配分を行う。また，平成18年度ま の共同研究も実施した。
でに各研究分野にプロジェクトリ 【６３－３】
ーダーを置くことで，重点化分野 優れた共同研究成果を挙げている研究を サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（SVBL）の課題採択には，客員教授等による
ごとに研究プロジェクトを推進 支援する制度を継続する。 外部評価制度を採り入れ，その評価結果に基づき，申請プロジェクトの採択と予算の傾斜配分方式
し，研究の質の向上と社会への還 の制度を引き続き実施した。
元の実績を高める。

【６４】学部・研究科・付属研究 【６４－１】
所等の研究実施体制等に関する特 本学の重点研究分野の一つである寒冷域 本学の学内共同教育研究施設である４センターと４つの重点研究部門をそれぞれ一体化し機能的
記事項 のエネルギー・環境分野と未利用エネルギ に運営することとし，各センター長（プロジェクトマネージャー）が統括する体制としている。

これまで本学の産学官連携の中 ー研究センターを一体化運営することで， また，研究支援体制として，附属図書館と情報処理センターが連携し，本学の研究成果（論文等
心的役割は，地域共同研究センタ その研究の進展を図る。機器分析センター の電子ファイル）を収集，保存し，学術情報をインターネットを通して発信するための「機関リポ
ーが担ってきたが，新設されたSV もバイオ・材料系の教員が中心となって活 ジトリ」を構築し，平成19年6月18日に公開した。公開では200件の学術論文，684件の紀要論文デ
BLはインキュベーション機能を備 動しており，このセンターをバイオ・材料 ータが含まれている。
えていることと，主要課題が地域 研究分野と一体化し機能的なシステムとす
性の強いものであることから両者 る。さらに，情報処理センターは，本学の
を一体化し，地域連携・研究戦略 情報システムの要であるが，今後の管理運
室を支援組織としながら共同研 営・研究支援を考え，情報科学分野及び図
究，産業化支援などを推進する。 書館等と連携した情報システムの集中化・
また，本学の研究重点分野の一つ 機能化をさらに推進する。
である寒冷域のエネルギー・環境
分野と未利用エネルギー研究セン 【６４－２】
ターを一体化運営することで，そ 地域共同研究センターあるいは の 地域共同研究センターに「企業組合北見産学医協働センター」が入居し，３件目のインキュベーSVBL
の研究の進展を図る。機器分析セ インキュベーション機能の強化拡充を図る ション利用実績となった。。
ンターも，バイオ・材料系の教員
が中心となって活動しており，こ
のセンターもバイオ・材料研究分
野と一体化することが機能的なシ
ステムとなる。さらに，情報処理
センターは，本学の情報システム
の要であるが，今後の運営管理・
研究支援を考え，情報科学分野及
び附属図書館等と連携した情報シ
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ステムの集中化・機能化を早期に
図る。
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北見工業大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
（３）その他に関する目標

① 社会との連携，国際交流等に関する目標

地域社会との連携・協力を促進するため組織として，北見工業大学には，地域住民代表，企業代表，自治体代表等が委員となった地域懇話会，及び地域共同研究センター
が支援するために設立された推進協議会などがあるが，平成14年度にこれらを統括するため産・学・官の代表で作る北見地域連携推進協議会を発足させ，広く地域社会のニ中
ーズを収集し，情報発信ができるように改めている。この活動はスタートしたばかりであるが，学内の地域連携・研究戦略室との連携を整備し，地域社会への研究面，教育期
面でのサービス体制を確立する。目

国際的な連携・協力には，教育面と研究面での対応が必要である。教育面では留学生の受け入れと北見工業大学学生の海外派遣とがあるが，交流協定校の拡大を図り，短標
期留学生の交互交流を増大させる。研究面では国際共同研究などを推進するとともに，これまでの北見工業大学の研究成果などを発展途上国などに還元する。また，協定大
学の研究者との相互交流を進めるために，定期的に国際シンポジウムを企画する

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【６５】地域社会等との連携・協 【６５－１】
力，社会サービス等に係わる具体 地域社会と大学との連携・協力体制を実 北見市産学官連携推進協議会（会長：大島副学長）では経産省の「北見地域産業振興ビジョン」
的方策 効あるものとするために，北見市産学官連 策定を行い，その中核事業となる本学「工農教育プロジェクト」が進行中であり，最終的には地域

平成16年度より，地域社会と大 携推進協議会と積極的に連携し，新産業創 産業の支援・新事業（企業）創出を目指している。
学との連携・協力体制を実効ある 出の支援体制など活動内容の充実拡大を図
ものとするため，地方自治体ある る。
いは関連研究機関などとの協議会
である北見地域連携推進協議会の 【６５－２】
開催頻度を高め，情報収集・情報 「科学への興味の喚起」や「環境改善へ 小中学生を対象とした「おもしろ科学実験」については 「環境をテーマ」とする実験の拡充，，
発信を進める。大学発信のサービ の貢献」を目指し，小，中，高校生向け公 北海道電力北見支店の参加等の新たな取組を実施した。その結果として，平成19年度は前年度より
スは多様であるが，サービスを受 開実験等の企画を拡充する。 約100人多い450人の参加があった。また，大学祭にあわせ開催している「キャンパス公開ツアー」
ける対象者としての学生，一般社 は，新たにスタンプラリー方式を導入し，延べ1,000人を超える地域住民が参加した。 その他，高
会人，技術者の要望に沿ったもの 校出前授業 ウィンター・サイエンスキャンプ サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト S， ， （
である必要があり，またそのレベ PP）等多くの事業を実施しているが，いずれも好評である。
ルに応じたものとする必要がある
ことから，ニーズの調査を定期的 【６５－３】
に実施する。特に，平成16年度か 北海道中小企業家同友会オホーツク支部 当該同友会側ニーズを抽出し 本学が可能な範囲で対応した なお ９月・11月には合同事業 研， 。 ， （
ら，小，中，高校生向けの公開実 との包括連携に伴う連携事業を拡充しさら 修会・大学見学）を実施した。
験等を拡大し，科学への興味を喚 に推進する。
起する企画を強化する。

【６５－４】
地域に対して公開講座，社会人向け講演 公開講座（３回 ，パソコン教室等の受講者に対して，それぞれの立場においてのニーズ調査を）

， 。 ， ，会などの実績を踏まえ，実施に対するニー 継続して実施し 次回以降の実施計画に反映させている また 北見市農業委員会との連携により
ズの調査を継続して行う。 農業従事者向けのパソコン教室を開催し，14人が参加した。

【６６】産学官連携の推進に関す 【６６－１】
る具体的方策 東京及び札幌のサテライト・オフィスを 学生募集要項(学部及び大学院 ，大学案内及び大学院概要等の広報誌を東京及び札幌サテライト）

産学官連携の柱である共同研究 活動拠点として，情報の収集や学生募集な に配備し，学生募集に関するＰＲを行った。札幌サテライトでは，本学卒業者を主な対象に平成19
は，外部資金を導入した 教員に どのＰＲ活動等に積極的に活用する。 年度から「技術士養成支援講座」を開催しており，受講者17人のうち２人が技術士の資格を得た。
対して研究費を上乗せする制度を 第２回目を開始しているが，16人の受講者となっている。また，両サテライト・オフィスに産学官
取り入れた結果，40％近くの教員 連携コーディネーターを配置し，情報収集，ＰＲ活動を行っている。
が実施するまでとなったが，計画
期間内に50％程度の教員が産学官 【６６－２】

， ， ，連携に係わるよう，情報提供など 産学連携を推進するための大学間連携は 帯広畜産大学とは 地域共同研究センターを通した連携協力が締結されているが 平成19年度は
のシステムを整備する。その方策 すでに実施中であるが，これらの支援体制 東京農業大学生物産業学部と日本赤十字北海道看護大学に産学官連携推進協力員を依頼し，密接な
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として，平成16年度中にサテライ をさらに強化する。 協力関係を構築した。
ト・オフィスを開設するとともに
教員紹介をホームページに掲載 【６６－３】
し 研究テーマ等の公開を進める ホームページに掲載している研究者総覧 英語版研究者総覧をホームページに掲載し，研究テーマ等の公開をさらに推進している。， 。

（日本語版・英語版）に，より多くの研究 平成19年度の更新率は94％であった。
テーマ等の公開を積極的に推進する。

【６６－４】
外部資金を獲得する教員の比率の拡大を 平成19年度で外部資金（共同研究・受託研究・奨学寄附金・科研費）の獲得教員比率（研究分担

中期期間中に ％程度を目標としているこ 者を含む実数）は50％を超えており，中期目標をクリアした。50
とから，さらに増大を図る。

【６７】他大学との連携・支援に 【６７－１】
関する具体的方策 周辺大学との間に設置された協議機関に 平成19年度は東京農業大学と包括連携に関する協定を結び，教育・研究活動の交流及び連携を推

本学の周辺には4私立大学が設 おいて，融合分野の科目設定等を進めるた 進し，相互の教育・研究の一層の進展を図った。
置されており，平成14年度にこれ めの協議をさらに進展させるとともに，具
らの大学間との連携を密にするた 体的な連携や相互支援などを推進する。
め単位互換協定を締結しており，
教育面での連携が始まっている
が，実効ある交流が必要であるの
で，単位互換だけでなく融合分野
の科目設定等も進めるため，平成
16年度までに協議機関を設置す
る。研究面においても一部大学間
で交流が始まっており，これらの
支援体制も強化する。

【６８】諸外国の大学等との教育 【６８－１】
研究上の交流に関する具体的方策 本学学生の海外派遣を充実するための資 大学が実施する学生派遣へのＫＩＴげんき会，学生後援会からの海外派遣助成制度が確立し，学

これまで，教育面での国際交流 金的支援体制をさらに充実させる。 生への資金的支援体制が充実した。
は受け入れが中心であったが，本
学学生の国際化を進めるには海外 【６８－２】
派遣事業も重要であるので，毎年 外国人研究者の招聘を重点研究分野ある ＳＶＢＬで実施している外国人研究者招聘により学内から公募し，平成19年度は，１人の研究者
10人程度の派遣が可能なように資 いは先端的分野でさらに推進する。 を招聘し，研究を推進した。
金面での支援体制を充実させる。

研究面では国際共同研究が始ま 【６８－３】
， ， 。っているが，研究水準の向上のた 外国の大学等と国際共同研究推進のため アメリカ合衆国アラスカ大学フェアバンクス校との交流協定を締結し 国際共同研究を推進した

めには 件数の増大が必要である 北米大学等との協定を拡大する。 また，韓国昌原大学校との交流協定を締結し，国際共同研究を開始した。フィンランドタンペレ工， 。
このため，本学研究概要の広報の 業大学とは国際共同研究協定を締結し，研究者を招いて国際共同研究を実施した。
充実を図るとともに，協定大学の
研究状況の情報収集を行い，平成 【６８－４】

。（ ）18年度までに2，3の外国大学と共 国際シンポジウムを計画的に実施あるい アメリカ合衆国アラスカ大学フェアバンクス校との国際シンポジウムを実施した 参加者96人
同研究推進のための協定を結ぶ。 は積極的に協賛する。 また，韓国，中国の４大学の学生35人を招いて，国際シンポジウムを実施した （参加者81人）。

また，外国人研究者の招聘事業
への応募は，本学研究分野と関連
の深い先端的研究者を中心に推進
する。

平成16年度には，交流協定校な
どが参加する国際ワークショップ
を開催するが，中期計画期間内に
国際シンポジウムを計画的に実施
する。

【６９】教育研究活動に関連した 【６９－１】
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国際貢献に関する具体的方策 新設の研究者交流施設を活用し，短期研 研究者交流施設の環境整備を行い，利用の拡大を図った結果，86％の利用率となった。また，ラ
ここ数年，JICAとの共同事業と 究交流者の支援環境を整備し，利用の拡大 ウンジの利用も拡大した。

して中央アジアから研究者を受け を図る。
入れ，寒冷地工学に関する研修を
行っているが，この制度を利用し 【６９－２】

， ，「 」て新たなプログラムの提案も進 北見市と協力して，JICAの技術協力事業 北見国際技術協力推進会議と協力し JICAの地域提案型研修の一環として 寒冷地の土木開発
め，受け入れ人員の拡大を図り， による研修員の受け入れ及び専門家の派遣 についてキルギス共和国の研修員２人を受入れ，研修を実施した。また，JICAの技術協力事業の一
途上国への支援を推進する。 を実施する。 環として，キルギス共和国において「寒冷地道路管理」について技術指導を行った。

また，平成17年度までに研究者
交流会館を設置し，短期研究者の
支援環境を整備する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

個別担任，学年担任，オフィスアワー，学生よろず相談室等による学習支援を構築１ 教育方法等の改善
１）一般教養教育の指導方法改善のための組織的取組状況 しているが，平成19年度にピア・サポート制度を導入し，仲間同士の支援体制もでき

一般教養教育の重点科目である英語，数学，物理について教育内容の充実を目的に あがった。
基礎重点科目ワーキンググループ（ＷＧ）を組織し，リメディアル教育充実のための 学生サポート体制の充実のため，各学生の指導履歴等を記録するポートフォリオ構
再検討を行った。その中で，数学能力が著しく不足する新入生に数学リテラシー教育 築を目指し，学生支援GPに申請（ 夢を育む e-学生支援 ）し採択され活動を開始し「 」
としてＴＡによる少人数教育を行い成果を上げている。 た。

学生の修学・生活状況などについて毎年度4か所で父母懇談会を開催し，担任教員と
２）学部教育や大学院教育の指導方法改善のための組織的取組状況 の懇談を実施しているが評価の高い事業となっている。

各学科で相互授業参観を実施，授業改善に取り組んでいる。また，役員による授業
参観も平成19年度は８科目実施し，適切な指導助言を行っている。 ２）キャリア教育，就職支援の充実のための組織的取組状況

基礎教育科目を中心に教育効果を期待できる４セメスター制（クオーター制）の実 就職支援室において就職情報の一元化を進めているが，ホームページで閲覧できる
施を教務委員会で決定し，平成19年度は学部25科目，大学院２科目で試行を行った。 ようになった。

本学は英語教育の充実のためにネーティブの教員を非常勤を含め３人採用している 就職支援室が主催する「就職ダイガンス」及び「キャリア支援セミナー」を1年次か。
また，CALLシステムの運用も本格化し，平成19年度は月平均延べ1,680人を超える利用 ら実施しており，多くの学生が参加している。
がある。 平成18年度から開始した企業合同セミナーには多くの企業の申し込みがあり，平成

大学院における英語コミュニケーション能力の向上のために大学院で開講されてい 19年度は３回に分けて実施した。参加企業139社，参加学生延べ833人になった。学生
る英語コミュニケーションⅠ・Ⅱを平成19年度から全専攻で必修とするとともに，専 にとって多くの遠隔地の企業を調査できる機会となり好評である。
任の非常勤講師も採用して強化している。

ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の組織的な取組として，大学院教育の ３）課外活動の支援等，学生の厚生補導のための組織的取組状況
あり方を中心に調査を行い 大学院の質の向上を目指した提言を学内に公表している 国際交流センターの教員が中心になって毎年アメリカあるいはカナダで海外短期語， 。

学研修を実施しているが，平成19年度は中国でも実施した。
３）学部学生や大学院学生の成績評価方法等の改善のための組織的取組状況 平成19年度は「ものづくり教育」の一環として，NHK大学ロボコン，全道ロボットト

成績評価の適正化は本学の監事監査からも指摘を受けており 教務委員会で検討し ライアスロンへの出場を学長裁量経費で支援している。， ，
シラバスへの成績記載の見直しを行った。 法人化以前より，学生後援会の支援を受け，課外活動の活性化を目指しているが，

数学，英語など同一の科目で教員が異なる場合の成績評価の適正化のために，担当 平成19年度は中古グライダーの寄贈を受けた。
者ＷＧを作って検討を開始した。

３ 研究活動の推進
４）各法人の個性・特色の明確化を図るための組織的取組状況 １）研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況

平成20年度からの学科改組は環境を重視する本学の特色を明確にしているが，新学 本学は法人化前より，教員個々人の業績に基づく教育研究費の配分を進めてきてい
科構想の周知を図るため，入試企画センターを中心に活発な広報活動を展開した。特 るが，平成17年度からは，大学が定めた目標値に対する達成度評価によって配分する
に，道内外の高校訪問を実施し，訪問校は150校を超えている。 方式を取り入れ，教育研究費の配分並びに勤勉手当などの支給に利用している。

高大連携事業にも積極的に取り組んでおり，本学の特色である寒さをキーワードに 学長裁量経費を教育研究支援関連費の30％程度とし，毎年度若手教員や重点研究分
したウインターサイエンスキャンプは好評で，平成19年度は希望者が受入数の３倍に 野に配分して特色ある研究の活性化を図っている。
なるなど人気の高い事業になっている。その他にも高校への授業公開，出前授業を実 人事面では，教育研究の重点化を目指し，定年予定者，留保定員の採用計画を毎年
施しているが，寒さや環境等をテーマとして平成19年度も40校以上で開催している。 度３か年に渡って計画し，それに従って公募を行っている。また，優秀な教員の学内

環境を重視した大学として地域の小中学生にも周知するために おもしろ科学実験 昇任を積極的に進め，平成19年度は２人の教授昇任が決定している。，「 」
を開催しているが，500人近くの参加者がある。 技術員の重点研究分野への派遣を行うとともに，平成19年度は16人の非常勤研究員

エネルギー環境教育普及プログラムも採択され，平成19年度で最終年度になるが， を雇用し，研究支援体制の充実を図った。
小中学校の理科教育教員と連携して理科教育の教材・教育プログラムの開発を行って 施設については，共同利用制度を推進するため規程等を定め，研究活動状況等を判
いる。 断して貸与することとした。また，高度分析機器を学長裁量経費，目的積立金で購入

することを決定した。
５）他大学等での教育内容，教育方法等の取組の情報収集及び学内での情報提供の状況

既に非常勤講師で連携している東京農業大学との間で，今後の連携拡大のために包 ２）若手教員に対する支援のための組織的取組状況
括協定を締結し，連携した科目開講などについて協議を開始した。 学長裁量経費は，目的別の申請方式となっているが，このうち 「若手研究者支援」，

教育関連の刊行物，講演会などの参考となる事項がある場合には，教務委員会など として，科学研究費補助金に採択されなかった45歳以下の教員に対して，平成19年度
を通して学内に発信している。また，FD講演会として他大学の講師を招いた情報提供 は５人について予算配分を行った。
も行っている。

３）研究活動の推進のための有効な組織編成の状況
平成16年度から，理事を本部長とする地域連携・研究戦略室を設置し，その傘下に２ 学生支援の充実

１）学生に対する学習・履修・生活指導の充実や学生支援体制の改善のための組織的取 ４重点研究分野を置き，各分野にはプロジェクトマネージャーを配置している。これ
組状況 らの重点分野には学科横断的なプロジェクト研究を大学として組織化し，研究推進セ
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ンターとして14のセンターを設置した。
研究推進センターの設置に伴い２つの成果が現れている。一つは，科学研究費補助

金申請などの事前チェック制度が確立し，予算規模の大きい申請が採択されている。
もう一つは，研究推進センター主催の研究会が活発に実施されるようになり，異分野
間の意見交換で新たな展開が期待できる。

４）研究支援体制の充実のための組織的取組状況
学内における研究支援体制は，事務組織として研究協力課が共同研究，科学研究費

補助金などについて，学内外とのワンストップサービス体制をとっているが，これを
支援する体制として，地域共同研究センター専任教員，産学コーディネーター等が活
動している。

研究業務の支援は，技術員を中心に，機器製作，計測支援などの支援を行い，研究
補助者としては非常勤研究員，ＲＡ等を配置しているが，これらの採用等の方針は教
育研究評議会で確認している。

地域の産業育成として各種研究会が設置されており，特に活発な活動を行い成果を
挙げているグループとしては，北見医工連携研究会，美幌福祉支援機器研究会，北見G
PS・GIS研究会などがある。北見医工連携研究会では毎年数回講演会を開催するほか，
医工連携賞を設けて若手研究者の研究活性化に寄与している。

平成16年度に学内措置で知的財産本部を設置し，平成17年度に知的財産の発掘から
運用までを適切に行うための知的財産ポリシーを策定した。知的財産本部の積極的活
動によって特許出願件数が増大し，平成19年度は８件になった。

４ 全国共同利用の推進
。本学には全国共同利用施設等はないが国の研究機関等との研究交流も拡大している

特に，本学には南極観測隊員が延べ８人おり，国立極地研究所と交流しているほか，
摩周湖の水質モニタリングを中心に国立環境研究所とは毎年度連携して研究を行って
いる。さらに，平成18年度からは物質・材料研究機構と包括連携協定を結び，研究交
流と合わせて，学生を派遣し人材育成を進めている。

５ 社会連携・地域貢献，国際交流等の推進
平成18年度経済産業省の地域振興ビジョンの全国７モデル都市の一つとして北見市

が選定(通称，北見ビジョン)され，38項目のプロジェクトがスタートした。この内20
項目程度は本学が中心となって実施しており，平成19年度にフォローアップ委員会に
おいて進捗状況が評価された。一部進捗していないものもあるが，全体として成果を
上げている。

北見市は，平成19年１月にガス漏れ事故，６月に断水事故があり市民生活に支障を
来したが，事故調査委員会などに本学の専門分野の教員が参画し，適切な対応をして
いる。また，断水事故では本学学生がボランティア活動で高い評価を得た。

本学の国際交流協定校は，平成19年度に２校（アラスカ大学フェアバンクス校（ア
メリカ合衆国 ，昌原大学校（韓国 ）増加し，７か国16大学となった。この他，平成） ）
19年度はアラスカ大学とのシンポジウム，韓国・中国の４大学の学生を招いての国際
シンポジウムを開催している。

JICAとの連携事業も継続しており，平成19年度は本学教員をキルギス共和国に派遣
して技術指導を行った。
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
７億円 ７億円

短期借入の実績はない。２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借り 等により緊急に必要となる対策費として借り
入れすることも想定される。 入れすることも想定される。

Ⅴ 重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 重要な財産の譲渡及び担保への供与について
は無い。 は無い。 は該当がない

Ⅵ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は，教育 決算において剰余金が発生した場合は，教育 使途：教育研究の質の向上及び組織運営の改善
研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 に充てる。

平成19年度取崩額 ２４百万円
教育，研究の環境改善を図った。
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北見工業大学

Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内 予定額（百万 財 源 施設・設備の内 予定額（百万 財 源 施設・設備の内 決定額（百万 財 源容 円） 容 円） 容 円）

・小規模改修 総額 施設整備費補助金 ・校舎等改修 総額 施設整備費補助金 ・フュージョン 総額 施設整備費補助金
（ ） （ ） （ ）114 114 373 354 センター改修 373 354

船舶建造費補助金 船舶建造費補助金 ・耐震対策事業 船舶建造費補助金
（ ） （ ） （ ）0 ・小規模改修 0

長期借入金 長期借入金 長期借入金
（ ） （ ） （ ）0 0

国立大学財務・経営 国立大学財務・経営 国立大学財務・経営
センター施設費交付 センター施設費交付 センター施設費交付
金 金 金

（ ） （ ） （ ）19 19

（注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況
等を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合い等を勘案し

(注１）金額については見込みであり，中期目標を達成す た施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。
るために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の
整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加さ
れることもある。
（注２）小規模改修について17年度以降は16年度同額とし
て試算している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助
金，国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期借入
金については，事業の進展等により所要額の変動が予想さ
れるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成
課程等において決定される。

○ 計画の実施状況等
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北見工業大学

Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

人事に関する方針
１）人事評価システムの整備・活用 参考） 「Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 （１）業務運営の改（ ，

， 」（ ）人事評価システムの一環として，職務給・業績給の導入を検討 平成１９年度の常勤職員数 １６７人 善及び効率化 ③人事の適正化に関する目標 Ｐ12～15
する。 また，任期付職員数の見込みを１１０人と 参照

２）任期制の活用 する。
新規採用教員から任期制を導入する。また，国立大学法人への
承継教員で任期制を同意する者には，任期制を導入する。 （参考）

３）外国人及び女性教員の採用促進 平成１９年度の人件費総額見込み
外国人及び女性教員の採用促進をするため，中期目標の期間に ２，４８０百万円
具体的な数値目標を設定できるよう検討を進める。

４）人材育成方針
事務職員等の能力向上策として，階層別・職階別研修の導入及
び大学戦略等に参画する人材の養成を図る。

５）人事交流
事務職員等の優れた人材の確保及び人事の活性化のため，他大
学との人事交流に努める。

６）事務組織の機能・編成の見直し
大学運営の企画立案等への参画及び教育・研究支援事務等に機
動的に対応できる事務組織の構築を図る。

７）業務のアウトソーシング
経済性・効率性の観点から業務全般の精査を行い，必要に応じ
て事務組織の再編・統合及び事務系職員の計画的配置を推進す
る。また，現業的業務等のアウトソーシングの推進を図る。

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み
１５，３６０百万円（退職手当は除く）

（参考）

平成１９年度

（１） 常勤職員数 167人

（２） 任期付職員数 110人

（３）①人件費総額（退職手当を除く ） 2447百万円。

②経常収益に対する人件費の割合 56％

③外部資金により手当した人件費 2445百万円
を除いた人件費

④外部資金を除いた経常収益に 60％
対する上記③の割合

⑤標準的な常勤職員の週あたりの 40時間 分
勤務時間として規定されている時
間数



- 60 -

○ 別表１ （学部の学科，研究科の専攻等）の定員未充足の状況について

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人） （％）

機械システム工学科 ３２０ ３６２ １１３．０

電気電子工学科 ３２０ ３５６ １１１．３

情報システム工学科 ２４０ ２６５ １１０．４

化学システム工学科 ２４０ ２４８ １０３．３

機能材料工学科 ２００ ２１５ １０７．５

土木開発工学科 ３２０ ３６７ １１４．７

３年次編入学 ２０

合計 １，６６０ １，８１３ １０９．２

機械システム工学専攻 ３２ ４５ １４０．６

電気電子工学専攻 ３２ ３３ １０３．１

情報システム工学専攻 ３２ ３２ １００．０

化学システム工学専攻 ２８ ２７ ９６．４

機能材料工学専攻 ２０ ４３ ２１５．０

土木開発工学専攻 ４０ ３４ ８５．０

合計 １８４ ２１４ １１６．３

システム工学専攻 ２１ ２６ １２３．８

物質工学専攻 １５ ８ ５３．３

合計 ３６ ３４ ９４．４

北見工業大学
○ 計画の実施状況等

（１）工学の分野においては、科学技術の高度化・複合化・学際化に対応できる
人材を養成する必要から、大学院教育に対する社会の要請が高く、本学にお
いても大学院の充実・拡大を目指している。

、 、 、なお 本学の博士前期課程の入学定員は 学部入学定員の約２２％であり
この比率は他大学に比べて低い。

このことから、本学では中期計画期間中の学生動向も考慮し、博士課程の
定員の見直しを行うこととしている。

（２） 収容定員 収容数 定員充足率
学士 １，６６０ １，８１３ １０９．２

修士 １８４ ２１４ １１６．３

博士 ３６ ３４ ９４．４
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北見工業大学

○ 別表２（学部，研究科等の定員超過の状況について）

（平成１６年度）

左記の収容数のうち

超過率算定の対象 定員超過率左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
学部・研究科 収容定員 収容数 外国人 国費 外国政府 大学間交流 休学者数 留年者数 となる在学者数 （ )うち、修業年限を K

（ ) （ ) 留学生数 留学生数 派遣留学 協定等に基 （ ) （ ) （ ) （ ) ( )×100A B G H J J / A超える在籍期間が
【 ) ( , , , , の合（ ) （ ) 生数 ) づく留学生C D E（ ２年以内の者の数 （B - D E F G I
計 】等数（ ) （ )F I ）

（学部等） (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ( )%

工学部 1,660 1,841 27 0 12 0 36 144 119 1,674 100.8

（研究科等） (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ( )%

工学研究科
博士前期課程 184 249 8 2 0 0 0 3 3 244 132.6

工学研究科
博士後期課程 36 48 24 9 0 0 2 5 2 35 97.2

○計画の実施状況等
本学の大学院入試は、判定基準を満たした者全員を合格としている。前期課程在学者数については、平成15年度及び平成16年度入試における志願者数が

合わせて332人と、過去の志願者数に比べ突出して多かったことによる。
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（平成１７年度）

左記の収容数のうち

超過率算定の対象 定員超過率左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
学部・研究科 収容定員 収容数 外国人 国費 外国政府 大学間交流 休学者数 留年者数 となる在学者数 （ )うち、修業年限を K

（ ) （ ) 留学生数 留学生数 派遣留学 協定等に基 （ ) （ ) （ ) （ ) ( )×100A B G H J J / A超える在籍期間が
【 ) ( , , , , の合（ ) （ ) 生数 ) づく留学生C D E（ ２年以内の者の数 （B - D E F G I
計 】等数（ ) （ )F I ）

（学部等） (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ( )%

工学部 1,660 1,858 31 0 11 0 32 140 122 1,693 102.0

（研究科等） (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ( )%

工学研究科
博士前期課程 184 217 9 2 0 0 1 4 3 211 114.7

工学研究科
博士後期課程 36 49 22 8 0 0 1 7 4 36 100.0
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（平成１８年度）

左記の収容数のうち

超過率算定の対象 定員超過率左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
学部・研究科 収容定員 収容数 外国人 国費 外国政府 大学間交流 休学者数 留年者数 となる在学者数 （ )うち、修業年限を K

（ ) （ ) 留学生数 留学生数 派遣留学 協定等に基 （ ) （ ) （ ) （ ) ( )×100A B G H J J / A超える在籍期間が
【 ) ( , , , , の合（ ) （ ) 生数 ) づく留学生C D E（ ２年以内の者の数 （B - D E F G I
計 】等数（ ) （ )F I ）

（学部等） (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ( )%

工学部 1,660 1,831 40 0 10 0 27 121 108 1,686 101.6

（研究科等） (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ( )%

工学研究科
博士前期課程 184 194 7 2 0 0 2 2 2 188 102.2

工学研究科
博士後期課程 36 35 14 3 0 0 1 8 7 24 66.7
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（平成１９年度）

左記の収容数のうち

超過率算定の対象 定員超過率左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
学部・研究科 収容定員 収容数 外国人 国費 外国政府 大学間交流 休学者数 留年者数 となる在学者数 （ )うち、修業年限を K

（ ) （ ) 留学生数 留学生数 派遣留学 協定等に基 （ ) （ ) （ )A B G H J超える在籍期間が
（ ) （ ) 生数 ) づく留学生 （ ) ( )×100C D E J / A（ ２年以内の者の数 【 ) ( , , , ,（B - D E F G I

の合計 】等数（ ) （ )F I ）

（学部等） (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ( )%

工学部 1,660 1,813 36 0 9 0 20 102 88 1,696 102.2

（研究科等） (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) ( )%

工学研究科
博士前期課程 184 214 7 1 0 0 2 4 4 207 112.5

工学研究科
博士後期課程 36 34 10 4 0 0 2 3 3 25 69.4
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